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工学部は平成元年度および平成２年度の学科改組
により、永らく続いた７学科（電気工学、工業化学、
金属工学、機械工学、生産機械工学、化学工学、電
子工学）34講座を４大学科18大講座に再編し、さら
に平成９年度にはこの４大学科すなわち、電子情報
工学科、機械システム工学科、物質工学科、化学生
物工学科を、電気電子システム工学科、知能情報工
学科、機械知能システム工学科、物質生命システム
１　研究活動の変遷
第１節　研究・教育活動の変遷
工学科に再改組して、産業構造の発展に対応した研
究協力体制に整備した。
大学院工学研究科は昭和42（1967）年に金属工学、
工業化学、電気工学、機械工学の４専攻をもって発
足、これに化学工学（昭和44年）、電子工学（昭和
48年）が逐次加わって順調なる発展をみてきたが、
平成６年度にはさらに博士課程が付設され、平成10
年度にはこれが理学部と併合して理工学研究科と改
称、以来、着実に実績を上げてきている。
（1）教官群
まずは教官群の学部別構成表を表１に示す。教官
に10人程度の欠員が見受けられ、さらに教授、助教
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表１　教官群の学部別構成表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成12年１月１日現在）
表中、（　）内の数字は臨時募集にかかるもので、外数で表している。 
学科名 
電気電子 
システム 
工学科 
職名 
教授 
助教授 
講師 
助手 
教務職員 
文部技官 
　　　　計 
教授 
助教授 
講師 
助手 
教務職員 
文部技官 
　　　　計 
教授 
助教授 
講師 
助手 
教務職員 
文部技官 
　　　　計 
教授 
助教授 
講師 
助手 
教務職員 
文部技官 
　　　　計 
　　　合計 
１３（１） 
１０（１） 
０ 
６ 
 
４ 
３３（２） 
８ 
８（１） 
１ 
４ 
１ 
２ 
２４（１） 
１１（１） 
１２ 
０ 
７ 
 
７ 
３７（１） 
２１ 
１８ 
０ 
１０ 
６ 
３ 
５８ 
１５２（４） 
１０（１） 
９ 
０ 
７ 
 
４ 
３０（１） 
７ 
４ 
２ 
５ 
１ 
２ 
２１ 
１１ 
１０（１） 
２ 
７ 
 
６ 
３６（１） 
１７ 
１７ 
３ 
１０ 
６ 
２ 
５５ 
１４２（２） 
 
 
 
 
 
 
０ 
１ 
１ 
 
 
 
 
２ 
５ 
 
 
 
 
 
５ 
６ 
１ 
１ 
 
 
 
８ 
１５ 
５ 
 
 
 
 
 
５ 
３ 
１ 
 
 
 
 
４ 
４ 
２ 
 
 
 
 
６ 
５ 
４ 
 
１ 
１ 
 
１１ 
２６ 
４ 
１ 
 
 
 
２ 
７ 
１ 
２ 
１ 
２ 
 
 
６ 
２ 
３ 
 
 
 
３ 
８ 
４ 
３ 
 
 
１ 
 
８ 
２９ 
２ 
２ 
 
 
 
１ 
５ 
２ 
 
 
１ 
 
 
３ 
 
５ 
 
 
 
２ 
７ 
１ 
２ 
 
１ 
 
 
４ 
１９ 
 
２ 
 
１ 
 
 
３ 
 
 
 
１ 
 
 
１ 
 
 
１ 
 
 
 
１ 
１ 
２ 
 
１ 
 
 
４ 
９ 
 
４ 
 
１ 
 
 
５ 
 
 
 
 
 
 
０ 
 
１ 
 
 
 
 
１ 
 
５ 
２ 
１ 
 
１ 
９ 
１５ 
 
 
 
４ 
 
 
４ 
 
 
１ 
１ 
 
 
２ 
 
 
１ 
５ 
 
１ 
７ 
 
 
 
４ 
３ 
１ 
８ 
２１ 
 
 
 
１ 
 
１ 
２ 
 
 
 
 
１ 
２ 
３ 
 
 
 
２ 
 
 
２ 
 
 
 
２ 
１ 
 
３ 
１０ 
定員数 現員数 
知能情報 
工学科 
６０以上 
 
機会知能 
システム 
工学科 
物質生命 
システム 
工学科 
５９～55 
 
５４～50 
 
４９～45 
 
４４～40 
 
３９～35 
 
３４～30 
 
２９以下 
 
年　齢 
授数に比べて助手、技官数の少ないのが問題である。
研究分野の拡張上やむをえぬ仕儀とはいえ、若手研
究者の減少による活性の低下が懸念されている。
以下には教育、研究にかかわる文部省予算や科学
研究費等について、次いでこれを受けての研究者の
研究活動について述べる。
（2）研究費の推移
科学技術が急速に進歩しているにもかかわらず教官
研究費の慢性的な不足は、教育、研究のみならず、施設
の老朽化に対応することすらも困難にしている。博士
後期課程が設置されたこと等もあって、各教官は研究
費の確保に、一層の努力と工夫が要求されてきている。
平成９年度まで、工学部予算は各学科へその学科
の定員数を基準に配分されてきたが、平成10年度か
ら実情に合った方法にすべきとして、現員数基準で
配分する方法に変更された。従って教官欠員の学科
は予算を削減されるため、不足定員の充足を促す結
果とはなったが、適任教官の選考、確保に苦慮して
いる学科にとっては、人事の他に予算上の痛みをも
同時に背負わす結果となった。
最近５年間の研究費、研究旅費総額の推移、国立
学校予算配分執行状況と、その他の研究費の受け入
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れ状況を表２～表９に示す。
国費（校費）は総じて、年々増加して来ている。
平成11年度は、教官１人当たり約210万円で、この
中教官当積算校費は約129万円であった。高精度、
超精密さが要求される最近の工学研究では高額の大
型研究機器が必要で、このためこれらの大型機器は
通常、共通機器として申請、購入し、利用する方法
が採られている。申請努力は間断無く続けられてい
るが、国の財政事情や国立大学への配分の均等性等
の問題もあって、必ずしも本工学部の希望、申請通
りに予算が執行されるとは限らない。
委任経理金制度は、民間企業や個人篤志家等から
の寄付金で、学術研究や教育の充実と発展のために、
特定の研究課題（研究者個人または研究プロジェク
ト）を指定して支援するものである。この経理金は
国の会計年度に縛られることなく自由に使用できる
ことから、大学と社会との連携に幅広い弾力的な効
果をもたらし、共同研究とはまた違った意味で教育
および研究活動に重要な役割を果たしている。
平成７年度から10年度までの委任経理金の受け入
れ件数、受け入れ金額には共に極端な減少は見受け
られないが、長引く経済不況を反映し、停滞が続い
ている。
第Ⅱ部　部局編
表２　国立学校校費当初予算文部省積算額表 
予算事項名 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 
普通庁費 
被服費 
初度調弁費 
清掃費 
保守等経費 
燃料費 
学生当積算校費 
学生初度調弁費 
教官当積算校費 
教育研究特別経費 
高度化推進特別経費 
大学開放事業費 
入学試験経費 
学生実習特別経費 
実習工場経費 
特殊装置維持費 
学生厚生補導経費 
大学院教育研究設備費 
理工系学部設備費 
設備行進費 
実習施設等設備費 
その他 
４,６６５,０００ 
１,０００ 
０ 
２,２５０,０００ 
１,１９９,０００ 
２,５７３,０００ 
１２３,８１７,０００ 
３７４,０００ 
２４５,８１２,０００ 
１４,５７７,０００ 
３４８,０００ 
２３０,０００ 
２９８,０００ 
５,４１４,０００ 
１,３１３,０００ 
１２,５９５,０００ 
３８０,０００ 
４,５３１,０００ 
４,１７３,０００ 
０ 
０ 
０ 
４,６４０,０００ 
１,０００ 
４２,０００ 
２,２７９,０００ 
１,４１４,０００ 
２,４８８,０００ 
１３４,８１５,０００ 
５３９,０００ 
２４９,２３８,０００ 
１４,５６７,０００ 
１,４１５,０００ 
４８,０００ 
３６１,０００ 
５,２８９,０００ 
１,３１３,０００ 
１０,７０９,０００ 
３８１,０００ 
４,７２８,０００ 
３,８８７,０００ 
０ 
０ 
０ 
４,７５６,０００ 
１,０００ 
２３４,０００ 
０ 
４,５０１,０００ 
２,４２３,０００ 
１４４,７３９,０００ 
１,１００,０００ 
２７０,９７２,０００ 
１４,８７８,０００ 
２,３１０,０００ 
８１,０００ 
４２１,０００ 
５,２８９,０００ 
１,２９０,０００ 
１１,６２６,０００ 
３９３,０００ 
１,７６５,０００ 
３,３７４,０００ 
０ 
２,７１６,０００ 
１１,０７３,０００ 
４,３２７,０００ 
０ 
９６,０００ 
０ 
５,０８１,０００ 
２,８１８,０００ 
１４１,４４５,０００ 
７３８,０００ 
２８６,４６５,０００ 
１４,７０４,０００ 
９,２００,０００ 
４２,０００ 
３６８,０００ 
４,４９６,０００ 
１,０８６,０００ 
１１,４０８,０００ 
４０１,０００ 
１,６６９,０００ 
１,９１３,０００ 
０ 
０ 
０ 
４,３２７,０００ 
０ 
３７,０００ 
０ 
６,２４３,０００ 
２,３６４,０００ 
１３７,２２２,０００ 
６３４,０００ 
２７８,２２６,０００ 
１３,６５１,０００ 
２０,３６２,０００ 
３６,０００ 
３１９,０００ 
４,２０５,０００ 
１,００５,０００ 
１０,２７７,０００ 
３５４,０００ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
小　　　　　　計 ４２４,５５０,０００ ４３８,１５４,０００ ４８３,９４２,０００ ４８６,２５７,０００ ４７９,２６２,０００ 
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表３　国立学校校費当初予算文部省積算額表 
表４　国立学校校費当初予算文部省積算額表 
予算事項名 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 
普通庁費 
被服費 
初度調弁費 
清掃費 
保守等経費 
燃料費 
学生当積算校費 
学生初度調弁費 
教官当積算校費 
教育研究特別経費 
高度化推進特別経費 
大学開放事業費 
入学試験経費 
学生実習特別経費 
実習工場経費 
特殊装置維持費 
学生厚生補導経費 
大学院教育研究設備費 
理工系学部設備費 
設備行進費 
実習施設等設備費 
その他 
３,７９１,０００ 
１,０００ 
０ 
２,１３８,０００ 
１,１３９,０００ 
２,０９３,０００ 
７３,６５４,０００ 
３５５,０００ 
１９７,９４３,０００ 
１１,８４８,０００ 
３３１,０００ 
２１９,０００ 
２８３,０００ 
５,１４３,０００ 
１,２４７,０００ 
１１,９６５,０００ 
３６１,０００ 
４,３０５,０００ 
３,９６４,０００ 
０ 
０ 
０ 
３,７７５,０００ 
１,０００ 
４０,０００ 
２,１６５,０００ 
１,３４３,０００ 
２,０２６,０００ 
８１,５６６,０００ 
５１２,０００ 
２０１,０５７,０００ 
１１,８５４,０００ 
１,３４４,０００ 
４６,０００ 
３４３,０００ 
５,０２５,０００ 
１,２４７,０００ 
１０,１７４,０００ 
３６２,０００ 
４,４９２,０００ 
３,６９２,０００ 
０ 
０ 
０ 
３,７２５,０００ 
１,０００ 
２１８,０００ 
０ 
４,１８６,０００ 
１,８９６,０００ 
８３,５４５,０００ 
１,０２３,０００ 
２１０,２３２,０００ 
１１,６４９,０００ 
２,１４８,０００ 
７５,０００ 
３９２,０００ 
４,９１９,０００ 
１,２００,０００ 
１０,８１２,０００ 
３６５,０００ 
１,６４１,０００ 
３,１３８,０００ 
１０,２９８,０００ 
２,５２６,０００ 
０ 
３,４２６,０００ 
０ 
８９,０００ 
０ 
４,７２５,０００ 
２,２３０,０００ 
８５,１１９,０００ 
６８７,０００ 
２２３,３６６,０００ 
１１,６４１,０００ 
８,５５６,０００ 
３９,０００ 
３４２,０００ 
４,１８１,０００ 
１,０１０,０００ 
１０,６１０,０００ 
３７３,０００ 
１,５５２,０００ 
１,７７９,０００ 
０ 
０ 
０ 
３,６１８,０００ 
０ 
３７,０００ 
０ 
６,２４３,０００ 
１,９７７,０００ 
８７,６１３,０００ 
６３４,０００ 
２２８,８９４,０００ 
１１,４１５,０００ 
２０,３６２,０００ 
３６,０００ 
３１９,０００ 
４,２０５,０００ 
１,００５,０００ 
１０,２２７,０００ 
３５４,０００ 
０ 
０ 
０ 
０ 
０ 
合　　　　　　計 ４２４,５５０,０００ ４３８,１５４,０００ ４８３,９４２,０００ ４８６,２５７,０００ ４７９,２６２,０００ 
小　　　　　　計 ３２０,７８０,０００ 
８６,８８７,０００ 
１６,８８３,０００ 
３３１,０６４,０００ ３５３,９８９,０００ ３５９,７２５,０００ ３７６,９８９,０００ 
学内共通経費等控除額 
節約留保額 
８９,６６６,０００ 
１７,４２４,０００ 
１０３,３０９,０００ 
２６,６４４,０００ 
９９,４５６,０００ 
２７,０７６,０００ 
１０２、２７３,０００ 
０ 
予算事項名 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 
小　　　　　　計 ４２４,５５０,０００ ４３８,１５４,０００ ４８３,９４２,０００ ４８６,２５７,０００ ４７９,２６２,０００ 
学科等への配分額 
 
（内訳） 
　初度調弁費 
　学生当積算校費 
　学生初度調弁費 
　教官当積算校費 
　教育研究特別経費 
　高度化推進特別経費 
　学生実習特別経費 
　実習工場経費 
　特殊装置維持費 
　大学院教育研究設備費 
　理工系学部設備費 
　設備更新費 
　実習施設等設備費 
学部共通管理経費 
学内共通経費 
節約留保学 
 
 
 
０ 
４９,２５４,０００ 
３５５,０００ 
１３２,３６８,０００ 
９,１４６,０００ 
３３１,０００ 
２,２３１,０００ 
１,２４７,０００ 
１１,９６５,０００ 
４,３０５,０００ 
３,９６４,０００ 
０ 
０ 
１０５,６１４,０００ 
８６,８８７,０００ 
１６,８８３,０００ 
 
 
 
４０,０００ 
５５,１５５,０００ 
５１２,０００ 
１３５,９５６,０００ 
９,２６３,０００ 
１,３４４,０００ 
２,２３１,０００ 
１,２４７,０００ 
１０,１７４,０００ 
４,４９２,０００ 
３,６９２,０００ 
０ 
０ 
１０６,９５８,０００ 
８９,６６６,０００ 
１７,４２４,０００ 
 
 
 
２１８,０００ 
５６,０４３,０００ 
１,０２３,０００ 
１４５,０８６,０００ 
９,２１３,０００ 
２,１４８,０００ 
２,１８４,０００ 
１,２００,０００ 
１０,８１２,０００ 
１,６４１,０００ 
３,１３８,０００ 
１０,２９８,０００ 
２,５２６,０００ 
１０８,４５９,０００ 
１０３,３０９,０００ 
２６,６４４,０００ 
 
 
 
８９,０００ 
５６,６２３,０００ 
６８７,０００ 
１５２,２５１,０００ 
９,３０７,０００ 
８,５５６,０００ 
１,４４６,０００ 
１,０１０,０００ 
１０,６１０,０００ 
１,５５２,０００ 
１,７７９,０００ 
０ 
０ 
１１５,８１５,０００ 
９９,４５６,０００ 
２７,０７６,０００ 
 
 
 
３７,０００ 
５８,８９１,０００ 
６３４,０００ 
１５７,１８９,０００ 
９,１３０,０００ 
２０,３６２,０００ 
１,４８４,０００ 
１,００５,０００ 
１０,２７７,０００ 
０ 
０ 
０ 
０ 
１１７,９８０,０００ 
１０２,２７３,０００ 
０ 
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表５　工学部における研究費総額の推移 
区　　　　　分 
平成７年度 
金　　　額 
（構成比率） 
―――― 
215,166千円
（　　74.1％）
――――　
224,106千円
（ 78.6％）
〔 104.2％〕
23,500千円
（ 8.2％）
〔 60.6％〕
247,606千円
（ 86.8％）
〔 97.5％〕
12,072千円
（ 4.3％）
〔 108.2％〕
25,451千円
（ 8.9％）
〔 99.6％〕
224,106千円
（ 100.0％）
〔 98.1％〕
245,530千円
（ 74.3％）
〔 109.6％〕
25,074千円
（ 7.6％）
〔 106.7％〕
270,604千円
（ 81.9％）
〔 109.3％〕
17,440千円
（ 5.3％）
〔 144.5％〕
42,200千円
（ 12.8％）
〔 165.8％〕
330,244千円
（ 100.0％）
〔 115.8％〕
243,910千円
（ 71.6％）
〔 99.3％〕
46,586千円
（ 13.7％）
〔 185.8％〕
290,496千円
（ 85.3％）
〔 107.4％〕
21,297千円
（ 6.3％）
〔 122.1％〕
28,575千円
（ 8.4％）
〔 67.7％〕
340,368千円
（ 100.0％）
〔 103.1％〕
259,009千円
（ 76.1％）
〔 106.2％〕
29,634千円
（ 8.7％）
〔 63.6％〕
288,643千円
（ 84.8％）
〔 99.4％〕
9,897千円
（ 2.9％）
〔 46.5％〕
42,026千円
（ 12.3％）
〔 147.1％〕
340,566千円
（ 100.0％）
〔 100.1％〕
38,752千円
（　　13.3％）
――――　
253,918千円
（　　87.4％）
――――　
11,159千円
（　　  3.8％）
――――　
25,541千円
（　　  8.8％）
――――　
285,129千円
（　  100.0％）
――――　
金　　　額 
（構成比率） 
〔対前年度比〕 
金　　　額 
（構成比率） 
〔対前年度比〕 
金　　　額 
（構成比率） 
〔対前年度比〕 
金　　　額 
（構成比率） 
〔対前年度比〕 
平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 
 
国費（校　　　　　費） 
 
 
国費（受 託 研 究 費） 
 
 
国 費 小 計  
 
 
委 任 経 理 金  
（旅費相当額を除く） 
 
科 学 研 究 費 補 助 金  
（旅費相当額を除く） 
 
 
合 計  
区　　　　　分 
平成７年度 
金　　　額 
（構成比率） 
―――― 
8,389千円
（　　14.3％）
――――　
7,322千円
（ 21.7％）
〔 87.3％〕
7,400千円
（ 17.6％）
〔 101.1％〕
8,852千円
（ 18.7％）
〔 119.6％〕
8,212千円
（ 22.1％）
〔 92.8％〕
3,662千円
（　　  6.3％）
――――　
3,936千円
（ 11.7％）
〔 107.5％〕
3,974千円
（ 9.5％）
〔 101.0％〕
4,361千円
（ 9.2％）
〔 109.7％〕
3,171千円
（ 8.5％）
〔 72.7％〕
17,167千円
（　　29.3％）
――――　
2,207千円
（ 6.5％）
〔 12.9％〕
1,973千円
（ 4.7％）
〔 89.4％〕
1,777千円
（ 3.7％）
〔 90.1％〕
10,860千円
（ 29.2％）
〔 611.1％〕
29,218千円
（　　49.9％）
――――　
13,465千円
（ 39.9％）
〔 46.1％〕
13,347千円
（ 31.8％）
〔 99.1％〕
14,990千円
（ 31.6％）
〔 112.3％〕
22,543千円
（ 59.8％）
〔 148.4％〕
25,781千円
（　　44.0％）
――――　
17,645千円
（ 52.2％）
〔 68.4％〕
23,555千円
（ 56.0％）
〔 133.5％〕
26,985千円
（ 57.0％）
〔 114.6％〕
12,694千円
（ 34.1％）
〔 47.0％〕
3,568千円
（　　  6.1％）
――――　
2,659千円
（ 7.9％）
〔 74.5％〕
5,138千円
（ 12.2％）
〔 193.2％〕
5,389千円
（ 11.4％）
〔 104.9％〕
2,274千円
（ 6.1％）
〔 42.2％〕
58,567千円
（　  100.0％）
――――　
33,769千円
（ 100.0％）
〔 57.7％〕
42,040千円
（ 100.0％）
〔 124.5％〕
47,364千円
（ 100.0％）
〔 112.7％〕
37,211千円
（ 100.0％）
〔 78.6％〕
金　　　額 
（構成比率） 
〔対前年度比〕 
金　　　額 
（構成比率） 
〔対前年度比〕 
金　　　額 
（構成比率） 
〔対前年度比〕 
金　　　額 
（構成比率） 
〔対前年度比〕 
平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 
 
国費（校　　　　　費） 
 
 
国費（受託研究旅費） 
 
 
国費（在外研究員旅費） 
 
 
国 費 小 計  
 
 
委 任 経 理 金  
（旅　　　　　　費） 
 
科 学 研 究 費 補 助 金  
（旅　　　　　　費） 
 
 
合 計  
※11年度分の受託研究費、委任経理金、科学研究補助金は10月20日現在の額
※11年度分の受託研究旅費、委任経理金、科学研究補助金は10月20日現在の額
表６　工学部における研究旅費総額の推移 
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表７　受託研究費の受け入れ額 
表８　委任経理金受け入れ額および執行額 
（単位：千円）
平成７年度 区　　　分 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 
36,726,972
36,939,958
4
11
38
20
8
1
82
1
2
7
8
2
0
20
1,500,000
3,000,000
9,400,000
7,400,000
7,700,000
0
29,000,000
6
9
43
4
20
7
1
90
3
1
1
8
0
6
0
0
19
9,100,000
1,600,000
1,000,000
9,300,000
0
6,200,000
0
0
27,200,000
14
23
36
6
22
1
102
4
2
12
2
4
0
24
7,400,000
13,800,000
16,000,000
2,900,000
6,600,000
0
46,700,000
23
19
28
9
17
2
98
3
3
10
4
7
0
27
6,000,000
7,900,000
11,400,000
2,500,000
5,900,000
0
33,700,000
7
2
21
45
8
20
103
2
6
6
3
10
27
3,500,000
18,700,000
6,300,000
1,400,000
11,400,000
41,300,000
受　入　額 
執　行　額 
41,261,717
29,716,897
46,542,588
40,994,953
41,121,991
48,282,488
22,940,478
22,591,738
研　　究　　題　　目 年　　度 相　手　方 研究代表者 受入金額 
平成７年度 磯辺　正治 
松郷　誠一 
佐治　重興 
松郷　誠一 
岩渕　牧男 
米田　政明 
岩渕　牧男 
伊藤　研策 
升方　勝己 
17,870
1,000
1,000
1,000
8,000
15,000
3,496
4,252
2,000
平成９年度 
平成10年度 
平成11年度 
※平成11年度分は10月20日現在額
※平成11年度分は10月20日現在額
表９　科学研究費補助金、申請採択状況 
（財）癌研究会 
科学技術振興事業団 
（財）金属系材料 
　　　研究開発 
科学技術振興事業団 
（財）富山技術開発 
　　　財団 
（財）富山技術開発 
　　　財団 
14g24.3-32領域を対象とした詳細な遺伝子地図の作製
フリーラジカルの炎症反応における役割の確率 
フリーラジカルの炎症反応における役割の確率 
ごみ固形化燃料（ＲＤＦ）の燃焼課程における無公害化の研究 
地域ＩＸ構築及びアプリケーションインフラ技術の研究 
廃棄物燃焼排ガスの急速冷却法による無公害化の研究 
トムソンバラボラ型イオン種計測装置の精度の向上 
荷電界面近傍における微粒子一界面間超長距離静電相互作用発現機構の解明 
スーパーメタルの技術開発（アルミニウム系メゾスコピック組織制御 
材料創製技術） 
通信・放送機構 
（財）日本宇宙 
　　　フォーラム 
工業技術院 
電子技術研究所 
重点領域研究 
特定領域研究 
一般研究（Ｂ） 
一般研究（Ｃ） 
基盤研究（Ａ） 
基盤研究（Ｂ） 
基盤研究（Ｃ） 
萌芽的研究 
奨励研究（Ａ） 
奨励研究（Ｂ） 
国際学術研究 
合 計 
平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 
応
募
件
数 
採
択
件
数 
応
募
件
数 
採
択
件
数 
応
募
件
数 
採
択
件
数 
応
募
件
数 
採
択
件
数 
応
募
件
数 
採
択
件
数 
採択金額 採択金額 採択金額 採択金額 採択金額 
採択率 
1件当りの採択金額 
教官数 
教官1人当たりの応募数 
0.24
1,450,000
120
0.68
0.21
1,431,579
119
0.76
0.24
1,945,833
117
0.87
0.28
1,248,148
124
0.79
0.26
1,529,630
122
0.84
（3）研究業績
工学部教官の最近の研究業績ならびに研究テーマ
は、富山大学工学部紀要第46巻（1995年）、教官要
覧第３号（1994年）、富山大学工学部工学教育の現
状と課題（平成６年）、富山大学工学部教官等研究
分野一覧表および高等教育機関研究室紹介［富山技
術開発財団編］（平成６年）等で公表している。
学部教官の積極的な取り組みが窺える。国際会議・
学会への参加、企業ならびに国内および国外大学と
の共同研究も年々盛んになって来ており、研究の活
性化と研究水準向上の見地から、誠に好ましき傾向
と考えられる。
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（4）工学部における研究活動の現状と活性化
ならびに高度化の方策
大学は教育と研究の場であり、両者は密接な関係
を有する。すなわち、より高度の工学教育を行うた
めには、学生が活性化された研究の場において訓練
され、技術を修得すると共に創造力を養うものでな
ければならない。従って研究を推進、発展させるに
は、常に研究環境と活動の現状を客観的に認識し、長
所を育て、欠点を改善し、側面から援助してゆくこと
が必要がある。
研究を円滑に行うには、人的ならびに物的要素が
種々の形で影響を及ぼす。
a）人的要素としては進学率の増加、すなわち大学
院学生数の増加が挙げられる。学生には教育の機会
が広がり、レベルの向上をもたらすが、教官にとっ
ては、学生が一定の研究能力を有するまでに要する
教育時間と労力が増してくる。このような変化に対
して、教官、研究支援職員が十分に補充されている
かどうか、さらに教官は学会および産業界との緊密
な研究の交流を通して、相互に啓発し合い、研究成
果を地域社会に速やかに還元しているかどうか、等
が問題となる。
b）物的要素として、研究環境ならびに教育・研究
設備の整備、充実が挙げられる。近年、研究の進歩
が非常に速く、高度な研究にはより高精度の測定、
分析、評価機器類と高性能の材料、薬品等が使用さ
れるので、現在の研究費では慢性的な不足が生じる。
このような状況を幾分でも緩和するため、機器類の
合理的ならびに効率的利用法の検討が急がれてい
る。さらに、近年殊にエレクトロニクスの進歩が極
めて著しく、大量の情報を、高速で搬送することが
可能となってきた。従って研究者相互にネットワー
クを構築させ、研究情報の伝達、交換を容易にさせ
ることが、研究の活性化にも繋がって来るのではな
いかと期待されている。
1）研究活動の効率化と相互協力のための運営
と現状
現在の大学における研究環境は、研究費の慢性的
不足、研究室の狭隘、設備充実・更新の遅れ、研究
支援システムの不備等、大きな困難に直面している。
数年前の経済繁栄時に企業は、その利益を研究施設
の整備や新しい研究システム等に投入して研究体制
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表１１　工学部教官の論文等総発表件数の推移（RS論文、国際 
会議論文、著書、総説およびその他の論文 
表１２　学科別のRS論文 
表１３　学科別の国内および国際会議発表論文数 
表１４　その他の学科別発表論文数 
区　　　分 
電子情報工学科 
機械システム工学科 
物 質 工 学 科  
化学生物工学科 
計 
平成２年 
１９ 
２４ 
２５ 
３４ 
１０２ 
平成３年 
２０ 
４３ 
２９ 
４１ 
１３３ 
平成４年 
２８ 
４０ 
３９ 
５２ 
１５９ 
平成５年 
２４ 
３２ 
３９ 
４７ 
１４２ 
平成６年 
２７ 
２６ 
３７ 
４０ 
１３０ 
区　　　分 
発 表 総 件 数  
平成２年 
１８７ 
平成３年 
２３７ 
平成４年 
２６９ 
平成５年 
２５７ 
平成６年 
２６１ 
平成２年 
１３ 
４ 
６ 
３ 
２６ 
平成３年 
１０ 
１０ 
９ 
５ 
３４ 
平成４年 
１１ 
１５ 
１４ 
７ 
４７ 
平成５年 
１７ 
８ 
１１ 
７ 
４３ 
平成６年 
１７ 
１９ 
９ 
１０ 
５５ 
平成２年 
３１ 
６ 
８ 
６ 
５１ 
平成３年 
３２ 
５ 
１２ 
４ 
５３ 
平成４年 
４５ 
１ 
５ 
６ 
５７ 
平成５年 
４１ 
２ 
９ 
１１ 
６３ 
平成６年 
４２ 
６ 
５ 
７ 
６０ 
区　　　分 
電子情報工学科 
機械システム工学科 
物 質 工 学 科  
化学生物工学科 
計 
区　　　分 
電子情報工学科 
機械システム工学科 
物 質 工 学 科  
化学生物工学科 
計 
表10　共同研究の受け入れ実績 
受け入れ件数 
受け入れ金額 
平成８年度 
36件
40,571,000円
38件
38,310,000円
31件
32,670,000円
平成９年度 平成10年度 
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の先端化を図り、さらに最近の景気後退時には、リ
ストラにより研究体制の大幅な効率化を促進してき
ている。しかるに大学の研究体制は如何様であろう
か、旧態然としてその立ち遅れには目に余るものが
ある。若い人材の大学離れの傾向もこうした事情の
現れであり、憂慮すべき事態ではある。かかる大学
の教育・研究基盤の低下は、長期的にはわが国の学
術面での質的低下を招き、さらに社会、経済の発展
にも重大な影響をもたらしかねない。
a）大型研究機器類の共同利用と集中管理
現在、大規模、かつ高額な機器類の要求は、概算
要求により導入されることが多い。この場合、高額
なためと利用効率の点から、申請の順位付け（必要
度、緊急度）と設置後の使用頻度（汎用性）が問題
となり、十分な配慮が必要とされる。
共通機器には以下のようなものがある。
概算要求による大型機器（比較的高額な機器）
超伝導核磁気共鳴装置、質量分析装置
自動Ｘ線解析装置、原子吸光、
Ｘ線マイクロアナライザー、アミノ酸分析計、
ＣＨＮ元素分析装置、その他
b）一般測定機器（比較的安価な機器）
赤外分光光度計、可視・紫外分光光度計、
ラマン分光光度計、デジタル自動施光計、
その他
なかんずく、大型機器は１カ所に集めて（共通機
器利用センター方式）集中管理することが望ましく、
当機器利用センターの設置により、次のような利点
が期待できる。
○大型機器による占有面積の節約。
○共同購入による経費の節約。
○少ない予算で、さらに新鋭の高級機種が購入可
能。
○最新機器への定期的な更新が容易。
○専任の管理者により適切に管理されるので、維
持費の節約および、最適の測定データの取得。
これにより研究効率の向上、予算の有効利用等得
られるメリットは少なくないと考えられる。尚、最
近、資格面積の見直しが行われ、現状より２割程度
の増床が図られるとのことであるが、学部学生、院
生の人数からみて、研究スペースの狭隘さは早急に
解決せねばならぬ緊急課題の一つである。研究ス
ペースの狭隘さは教育・研究面で特に安全管理上見
過ごすことのできない状況にまで来ていると捉える
べきであろう。上述の機器利用センターが設置され
れば、実験、実習の安全確保に少なからず寄与する
と考えられる。実現に当たっては、設置場所の確保、
既設所有機器の提供、人員の確保等解決せねばなら
ぬ問題も多いが、これこそ正しく相互に協力すべき
問題であろう。
2）研究活動と情報ネットワークの現状と課題
21世紀は「高度情報化社会」であると言われてい
る。大学の研究活動においても刻々としかも急激に
その「ソフト」と「ハード」の両面において、イン
フラストラクチャーの変革が起きているのを実感せ
ざるを得ない。つい最近までは、「情報処理」と言
うと情報・文献検索、データの計算処理、シミュレー
ション等の科学計算を指すものであった。しかし現
在では、①文献調査から始まって実験データの整理、
論文原稿の作成は勿論、②分析の自動化、それに連
動した自動構造決定、自動合成反応設計等のラボ・
オートメション、③その後の各種データベースとの
照合にまで発展しつつある。また、④得られた研究
成果は共同研究者等にリアルタイムで発信され、コ
メントやチェック結果が直ぐに受信可能になってい
て、最終的に、⑤論文は電子メールで投稿、受理さ
れ、電子論文誌に掲載されるというようなことが実
現一歩手前まで来ている。終局的に、研究者は「ア
イデアを練る」だけという研究の原点に戻る訳であ
る。
①～④については、程度の差はあるがすでに現実
化しており、広範、かつ高度の利用が一層促進され
つつある。⑤についても、一部の学会の予稿集原稿
や学術誌の投稿原稿に採用されつつあるし、わが国
の特許申請に関しては、すでに、1990年12月より原
則として電子出願に切り替えられている。
③～⑤については、ネットワークの高速化、高密
度化に支えられている、すなわち「マルチメディア」
として定義されている文字、図形、イメージ、さら
には音声、動画等の複合化された多次元のメディア
は、これを送受信できる高度なテクノロジーの発達
の集約によるものであり、益々高度にヒューマン・
フレンドリーなインターフェースへと発展しようと
工 学 部
している。
研究・開発は元来、高度に多面的な「マルチメデ
ィア型の情報」を包含しており、今後、これらの情
報を適切に処理することが可能になり、しかもネッ
トワークを高度に組織的に利用することによって、
研究・開発の高度化や効率化を大幅に向上させるこ
とが期待できるはずである。
本学では、情報処理施設の充実が早くから図られて
おり、特に、最近では他大学に先駆けて学内にＬＡＮ
が構築され、情報教育の充実はもとより、教育・研
究の高度化、効率化に寄与している。しかし、学内
にネットワーク網が整備されたにもかかわらず、全
学的には端末設置台数が少なく、学内での利用に限
っても有効に利用されているとは言い難い。学生の
成績評価および管理など事務機構面での積極的な
ネットワーク利用も検討されているが、未だ時間を
要する段階のようである。工学部についても、学内
ＬＡＮの、教育・研究と事務の両面からの早急な有
効利用（完全ＩＤ登録）が待たれる。学内連絡事項
の電子メール化によるペーパレス化による効率化は
容易であろう。
ネットワークは学内ネットワークのようにＬＡＮ
それ自身に意味のある時代はすでに過去のものにな
りつつあり、これからは個々のＬＡＮが互いにネッ
トワークを構成することにより、飛躍的な意味を持
つことになる。世界最大のネットワーク「インター
ネット」がこれで、現在600万台を超えるコンピュ
ータが「インターネット」に登録されており、利用
者はすでに億に近いと言われている。
本学の学内ＬＡＮはＪＵＮＥＴを介してすでに「イ
ンターネット」に接続されており、ＩＤ登録者は電
子メールを全世界へ向けて送受信が可能になってい
る。Ｅメール・アドレスを受けて、登録・管理およ
び教育・研究に積極的に利用している者も多い。ま
た、単に電子メールだけでなく、インターネットを
介して、前述のような「マルチメディア型情報」を
全世界に向けて発信すると同時に、種々の「マルチ
メディア型情報」を獲得、利用することが可能にな
っている。こうした「マルチメディア型情報」の送
受信による「インターネット」の利用は、近い将来、
高度な研究、あるいは教育・研究の効率化にも必要
不可欠になってくるものと考えられる。工学部にお
292
いても、所謂「インターネット」の有効利用につい
ての啓蒙、さらには積極的な教育・研究での利用に
ついて、対策を立てる必要があろう。
インターネットは誰でも情報発信が可能である
が、利用方法や情報の質が揺らいでおり、現在はア
ナーキーな状態との見方もあるが、多くの大学など
の研究機関や企業などがＷＷＷ（World-Wide Web）
サーバーを提供しており、それらについてのマルチ
メディア化された情報を何時でも直ちにファイルご
と得ることができるようになっている。また、多く
の大学図書館も種々の情報を提供しており、「イン
ターネット」による情報収集が主流になる日も近い
と思われる。工学部の一部の学科では、既にＷＷＷ
サーバを提供しており、工学部全体としての詳細な
情報の取り纏めとＷＷＷサーバへの提供が待たれ
る。
3）研究活動情報の公開に関する現状
研究は教官の自発的な意思に基づくべきものであ
ることは言うまでもないが、本学部のように地理的
に大都市部から遠隔の地にある場合には、学術・技
術情報を得るのにとかく不便で、ともすれば教官の
研究意欲が低下しがちである。これを解決し、本学
部の研究を活性化することは容易ではないが、教官
同士が互いに刺激しあい、切磋琢磨を図る方法とし
て、下記が提案されている。
具体的には、毎年末にその年に発表した論文（ＲＳ
論文についてはその要旨）、その他の論文（Ｎon-ＲＳ
雑誌への投稿論文）、学術総説、著書のすべてにつ
いて全教官がその一覧を提出し、これを印刷し、公
表するもので、現在の工学部紀要の巻末に掲載する
ことも可能である。教官要覧には最近10年以内の論
文が掲載されているが、現在の教官の活動度を推し
量るには不十分である。
研究状況一覧を見ることにより、自分の研究が他
の教官の研究と比較して遜色のないものなのか、ま
た工学部教官として相応しいものであるのか否かを
自己点検することができる。勿論、研究は論文や総
説・著書の数でその質を計れるものではないが、教
官の研究意欲を湧かさす、あるいは刺激する次善の
策として、早急に実施する価値のあるものと思われ
る。教官に任期制の無い現況では、研究をせず、そ
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の席を暖めていることが心理的にでき難い状態にす
ることが必要で、教官相互の啓発によって技術・学
術分野での意欲的な研究が増加し、さらにこれが学
部全体の研究の活性化にも繋がって行ってくれれば
と願っている。
尚、同様の報告書を毎年出版している大学はすで
に若干存在し、教官の研究活性化にそれ相応の効果
を上げているようである。
4）研究環境の現状
a）研究室の状況
大学院工学研究科では社会の要求に応えて、進学
希望学生を積極的に受け入れており、現在その数は
定員の２倍を超えている。また、３年次編入生（高
専および専門学校生）や外国人留学生も積極的に受
け入れていて、その数は毎年増加の一途を辿ってい
る。当然のことながら占有面積は不足し、学部生、
大学院生、外国人留学生、研究生たちが落ち着いて
研究に励める環境、状態にはない。現在、大型の実
験装置や試薬臭の強い実験室での同居を余儀なくさ
れていて、教育・研究上ならびに安全管理上問題が
多い。学生も教官も落ち着いて思考のできる場が欲
せられていて、研究室の増加が急務である。特に旧
教養部に所属していた教官は現在、学生の置場所に
苦慮している。
b）研究の施設および設備
Ａ．地域共同研究センター
地域共同研究センターは工学部に隣接して設立さ
れており、研究活動に大きなインパクトを与えてい
る。同センターを介して産業界との共同研究が盛ん
に行われるようになり、研究環境向上の見地からも
その存在評価は大きい。
平成７年度の補正予算で建物の増築が認められた
ことは誠に喜ばしき限りである。これによって研究
環境がさらに整備され、研究活動も次第に活発、充
実化して行くものと期待される。
Ｂ．機器分析センター（旧共通機器利用センター）
共同利用の大型実験装置は利用頻度の高い研究室
に設置するのがこれまでの慣例となっている。これ
らの設備は本来、共同の利用機器であるから、例え
ば共通機器利用センターを設置し、この中に機器を
集中して利用に供すべきものである。同センターの
設置によって各個実験室の狭隘性の問題が解決さ
れ、機器の管理・運営も一元化できる。研究活動が
活発になればなるほど、共同利用の大型実験装置導
入数も増してくるので、管理・運営に当たる研究者
の確保も忘れてはならない。科学技術の高度化、学
際化、先端化および国際化が求められている今日、
工学部のみならず自然科学系の研究環境としては、
このようなセンターの設立は必須である。
Ｃ．低温センター
工学部では、寒剤として液体窒素の使用が日常茶
飯事となっており、液体ヘリウムの使用量も次第に
伸長してきている。現在、これらの寒剤は低温液化
室（学内共同利用施設）から供給を受けているが、
この液化室は工学部敷地より約700メートルも離れ
ていて、その運搬には難儀（殊に冬季）している。
幸いにもこれまで大きな事故は生じていないが、
液化ガスは危険で、その運搬には高圧ガス取り扱い
免許取得者の指示が必要とされている。工学部にお
ける寒剤使用量の増加、ならびに博士後期課程の設
置を機に、工学部敷地内に、液体窒素やヘリウムを
供給する工学部低温センターの設置が望ましい。
Ｄ．工学部専門図書室
工学部に工学専門図書室（現有面積638平方メー
トル）があり、研究教育活動には欠かせぬ存在とな
っている。他学部には無く、工学部のみにあること
を考えれば、工学部の教官や学生は恵まれている方
と言える。なお、この設置は経緯は第６章３節で述
べる。
博士後期課程も設置されている今日、工学専門図
書室の存在意義は大きい。しかし、閲覧室は狭隘極
まりなく、常時満席状態である。少子化が進み、生
き残りをかけて模索する状況下で、この施設を随時、
整備、充実していくことは重要な事である。今後、
情報検索用パソコン、ＣＤ―ＲＯＭ等が設置、増設さ
れれば、さらに教官、学生の研究に大きく寄与する
ことになるものと考えられる。また、研究に必要な
雑誌購入費の高騰と、この先研究費の増加が余り望
めぬことから、これまで研究室で購入していた雑誌
を取り止めねばならない事態も生じて来ている。当
該施設・整備の充実もさることながら、雑誌の共同
購入、共同利用を一層進め、教育・研究の充実の一
躍を担う施設にしなければならない。
工 学 部
Ｅ．実習工場
本工学部には実習工場があり、学生の実習に使用
されるのみならず、研究者の依頼加工に応じ、良き
研究環境下にある。しかし、工場への依頼加工数が
年々増加してきている上に、加工の高精度化や複雑
化、さらには難削材加工等の問題が生じてきていて、
高精度や高効率の設備に不足を来している。加工を
自学の工場に頼めて迅速に製作してもらえれば、研
究費の節減と研究を迅速に行う上で非常な助けとな
る。このためには工場にもっと最新鋭の工作機械や
溶接機械を設置、整備していく努力が必要で、さら
にそれを能率良く、きちんと管理し、実地指導して
くれる技官の充実も考慮されねばならない。この実
習工場の詳細は第６章４節に記す。
Ｆ．冷房の完備
例年、７月中旬から９月中旬にかけては猛暑とな
り、７月下旬までの講義は暑くて、学生も落ち着い
て講義に集中できない。しかし学生はその後、夏期
休暇となるが、教官にとっては、この夏期休暇時こ
そ研究に集中、没頭できる時期でもある。
しかし猛暑で、注意が散漫になることが避けられ
ず、研究環境の改善が望まれる。これからは教官の
研究室や講義室には冷房設備が必要で、研究室に来
て仕事がしたくなるような環境、さらには学校に出
てきて講義を快適に聴けるような環境が必要と考え
られる。
c）情報公開
研究活動には、情報の収集や情報の公開が重要で
ある。ネットワークの構築により研究情報が迅速に
公開できるようになって来ており、研究室によって
は、ネットワークに研究情報をのせ、パソコン通信
を始めているところもある。
d）旧教養教官のための研究棟の設立
大学改組により、教養部教官６名が工学部に配置
替えとなった。しかし研究室は旧教養部自然科学棟
にあり、研究環境は悪く、かつ会議、連絡等に種々
不便を来している。早急に工学部敷地内で研究教育
活動ができるよう建物の整備が望まれる。
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平成５年度に教養部が廃止され、４年一貫教育
（新教育課程）となった。平成８年度末をもって丁
度一巡したことになる。それを契機に各学部の一貫
教育に伴うカリキュラム編成の実態と課題（問題
点）、ならびにこれらに関して考えられている改善
策等について以下若干述べてみたい。各学部の意見、
結果は必ずしも一致していないが、概ね次のように
集約できよう。
1）専門教育が１年次から実施されることになっ
たため、カリキュラム上ゆとりができ、学習意欲を
喚起する上で好影響を及ぼしている。
2）教育学部を除く４学部では専門基礎科目を置
き、教養教育と専門教育相互が有機的に関連、緊密
性を高めて、専門教育のための基礎学力が向上する
よう努力している。
3）新教育課程では単位の取得状況が掌握し難い
のではないかとの心配もあったが、従来から卒業
（特別）研究に取り組むための要件（人文、教育、
理学の各学部）や教科ごとに演習を履修するための
要件（経済学部と工学部）を定め、さらに助言およ
び教官による指導を強化するにことによってそれな
りの成果を上げてきている。しかし一貫教育実施前
と比較して４年後では、休学者36％増、退学者51％
増と微増傾向を示し、これが４年一貫教育によるも
のかそれとも他の要因によるものかについては不明
で、さらに長期の観察が必要であろう。ただ、現時
点で考えられる要因の一つに、以前に教養から学部
に移行する際、学部、学科によっては定員に不足が
生じ、それを充足するために転学部、転学科を認め
ていたが、それが新教育課程になって皆無となって
いる。進路変更の道が閉ざされたためで、これが可
能となるよう何らかの対策を講じる必要があろう。
例えば３年次編入時を同時に在校生の転学部時期に
するとか、あるいは定員外に転学部・転学科のため
の一定枠を用意するという方策が必要である。
4）その他にも幾つかの問題点や改善点が指摘さ
れている。例えば、
a）教養教育の授業時間割の作成時期を早め、教
養教育の履修が１年次に集中するようにした方が良
いのではないか。
２　教育活動の変遷
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b）英語能力向上のためにカリキュラムの工夫が
必要である。
c）受講生の科目による多寡を解消するため、一
部授業科目の統廃合あるいは分離分散等の見直しが
必要である。
d）教官の教養教育の授業に対する不公平感の是
正、あるいは教養教育を考慮した人事の実施等があ
る。これらの指摘には、単にカリキュラム編成上の
問題だけでなく、人事全般をも含めた新教育課程の
根幹に触れるものも少なくない。従って、これらの
問題の是非も含めて新教育課程実施体制全般にわた
り、教養教育委員会等の関連の委員会で十分検討し、
長期的展望に立った対策を講じることが必要であろ
う。
過去15年にわたる富山大学の入学試験状況一覧表
を表15に、平成９年度を一例とした工学部各学科の
より詳細な入学者選抜試験実施状況総括表を表16に
それぞれ示す。募集人数が305人の昭和58～60年以
降、志願者は増加している。
受験人口の増加に対応すべく臨時増募を行うと同
時に工学部各学科の改組が実施された平成元年度に
は、募集人数の約９倍を記録した後、ここ最近は募
集人数440人程度に対して３～４倍の約1,400人の志
願者数となり、460人程度の新入生を迎えるに至っ
ている。このような全体的傾向は工学部の各学科と
１　入学の状況
第２節　入学および卒業の状況
工 学 部
表１５　富山大学学部別入学試験実施状況一覧表 
表１6　平成９年度富山大学入学者選抜試験実施状況総括表 
（注）　１．上記の数は、推薦入学、帰国子女・社会人特別選抜、専門高校卒業生選抜の数を含み、外国人留学生の数は含まない。（各日程、選抜の詳細は別表を参照すること。）
　　２．合格者数には、通知合格者を含む。
年度 
 
５８ 
５９ 
６０ 
６１ 
６２ 
６３ 
平元 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
募集 
人　文　学　部 教　育　学　部 経　済　学　部 理 　 学 　 部 工 　 学 　 部 合　　　　　計 
志願者 合格者 入学者 
１７０ 
１７０ 
１７０ 
１９０ 
１９０ 
１９０ 
１９０ 
１９０ 
１９０ 
２０５ 
２０５ 
２０５ 
１９５ 
１９５ 
２０５ 
４８６ 
６２７ 
４７３ 
５９８ 
７４０ 
６７０ 
６０５ 
６８１ 
１,３３６ 
１,１１７ 
１,３５９ 
９６６ 
１,１７９ 
８９２ 
１,２３４ 
１７０ 
１７０ 
１７０ 
１９１ 
２５４ 
２５０ 
２４２ 
３１７ 
４００ 
３０８ 
３８２ 
３１５ 
３２９ 
２４１ 
２４８ 
１６９ 
１７０ 
１７０ 
１９０ 
１９０ 
１９０ 
１９０ 
１９１ 
２０３ 
２０５ 
２２５ 
２０７ 
２０５ 
２０６ 
２２３ 
募集 志願者 合格者 入学者 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
１９０ 
５２１ 
４０３ 
６６９ 
４２３ 
１,２７５ 
１,２２０ 
１,４４２ 
１,２９９ 
１,４５９ 
１,１０４ 
１,２８７ 
１,１５１ 
１,３６９ 
１,３３８ 
９１０ 
２４２ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
３７１ 
４１９ 
３２７ 
４２７ 
３９５ 
２９７ 
３１０ 
２７１ 
２８５ 
２９３ 
２０９ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４７ 
２８１ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２４０ 
２５６ 
２４６ 
２４５ 
２４３ 
２００ 
募集 志願者 合格者 入学者 
３００ 
３００ 
３００ 
４３０ 
４３０ 
４３０ 
４３０ 
４３０ 
４４５ 
４４５ 
４４５ 
４３５ 
４３５ 
４３５ 
４３５ 
１,６３３ 
１,１５８ 
１,２５６ 
１,６８７ 
２,２２８ 
３,１５６ 
２,６４２ 
２,７３４ 
２,３１４ 
２,８９９ 
２,６１１ 
２,０８４ 
２,４６０ 
２,１５２ 
２,２４９ 
３００ 
３００ 
３００ 
４３０ 
５７０ 
５２５ 
５１７ 
６８６ 
６４５ 
５８８ 
５８８ 
５１９ 
５３９ 
５５７ 
５３７ 
２９９ 
３０１ 
３００ 
４３０ 
４３０ 
４３３ 
４３０ 
４３１ 
４５４ 
４４６ 
４７１ 
４４８ 
４４１ 
４４５ 
４５０ 
１８０ 
１８０ 
１８０ 
２００ 
２００ 
２００ 
２００ 
２００ 
２１０ 
２２０ 
２４０ 
２４０ 
２３０ 
２３０ 
２４０ 
３４４ 
５４６ 
３７５ 
４３８ 
１,３３９ 
８９１ 
１,１２７ 
１,２８０ 
１,４３３ 
８０１ 
１,０８１ 
１,０３３ 
１,０５６ 
９８７ 
８９８ 
１８０ 
１８０ 
１８２ 
２０１ 
２６８ 
２６４ 
２９６ 
２９９ 
３０８ 
２４７ 
３０４ 
２７６ 
２７０ 
２６９ 
２７３ 
１８０ 
１８１ 
１８１ 
２００ 
２０２ 
２００ 
２０１ 
２１０ 
２１１ 
２２０ 
２５３ 
２４５ 
２３５ 
２４２ 
２４３ 
３０５ 
３０５ 
３０５ 
３２６ 
３２６ 
３４２ 
３７２ 
４０２ 
４０２ 
４０２ 
４０２ 
４０２ 
３９２ 
３９２ 
４４２ 
８６９ 
８５９ 
８８５ 
１,０４２ 
２,６８７ 
２,４０３ 
３,２７２ 
２,３５９ 
３,０１５ 
１,８８４ 
２,０５５ 
２,０９２ 
１,６４７ 
１,５６３ 
１,３９０ 
３０５ 
３０５ 
３０５ 
３２６ 
４１６ 
４２３ 
４７２ 
５００ 
５１１ 
４７８ 
５３３ 
４７７ 
４７２ 
４８７ 
５４０ 
３０４ 
３０５ 
３０５ 
３２６ 
３２６ 
３４２ 
３７２ 
４０５ 
４０２ 
４０７ 
４０７ 
４１５ 
３９８ 
４０７ 
４６０ 
１,１９５ 
１,１９５ 
１,１９５ 
１,３８６ 
１,３８６ 
１,４０２ 
１,４３２ 
１,４６２ 
１,４８７ 
１,５１２ 
１,５３２ 
１,５２２ 
１,４９２ 
１,４９２ 
１,５１２ 
３,８５３ 
３,５９３ 
３,６６３ 
４,１８８ 
８,２６９ 
８,３４０ 
９,０８３ 
８,３５３ 
９,５５７ 
７,８０５ 
８,３９３ 
７,３２６ 
７,７１１ 
６,９３２ 
６,６８１ 
１,１９７ 
１,１９５ 
１,１９７ 
１,３８８ 
１,８７９ 
１,８８１ 
,１８５４ 
２,２２９ 
２,２５９ 
１,９１８ 
２,１１７ 
１,８５８ 
１,８９５ 
１,８４７ 
１,８０７ 
１,１９２ 
１,１９７ 
１,１９６ 
１,３８６ 
１,３９５ 
１,４４６ 
１,４３３ 
１,４７７ 
１,５１０ 
１,５１８ 
１,６１２ 
１,５６１ 
１,５２４ 
１,５４３ 
１,５７６ 
募集 志願者 合格者 入学者 募集 志願者 合格者 入学者 募集 志願者 合格者 入学者 
学部 学科・課程等 
募集人員 
a（人） 
入学志願者数 
b（人）（b／a倍） 
受験者数 
c（人）（c／a倍） 
合格者数 
（人） 
入学者数 
（人） 男 女 県内 県外 現役 浪人 
備　　　考 
入　学　者　内　訳 
工
　
学
　
部 
電子情報工学科 
機械システム工学
科 
物 質 工 学 科 
化学生物工学科 
合　　　計 
１８２ 
１０１ 
８０ 
７９ 
４４２ 
１,５１２ 
６２４（３.４） 
３７７（３.７） 
２２０（２.８） 
１６９（２.１） 
１.３９０（３.１） 
６.６８１（４.４） 
６０３（３.３） 
３７１（３.７） 
２１６（２.７） 
１１６（１.５） 
１.３０６（３.０） 
５.３２８（３.５） 
２１５ 
１２３ 
１０６ 
９６ 
５４０ 
１.８０７ 
１８２ 
１０７ 
８９ 
８２ 
４６０ 
１,５７６ 
１６７ 
１０３ 
７２ 
４９ 
３９１ 
９９５ 
１５ 
４ 
１７ 
３３ 
６９ 
５８１ 
５４ 
４２ 
４５ 
２８ 
１６９ 
４９７ 
１２８ 
６５ 
４４ 
５４ 
２９１ 
１,０７９ 
１４６ 
９８ 
７６ 
６２ 
３８２ 
１,３０２ 
３６ 
９ 
１３ 
２０ 
７８ 
２７４ 
も共通しており、平成９年度入学の男女、県内外な
らびに現役浪人に関する内訳は表の通りである。
大学院工学研究科の入学定員の推移を表17に示
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す。修士課程の場合、電気、機械および工業化学専
攻の各入学定員は10人で、金属、生産機械、化学工
学ならびに電子工学の各専攻課程は８人の合計62人
第Ⅱ部　部局編
表１７　大学院工学研究科入学定員の推移 
工学研究科 
理工学研究科 
（修士課程） 昭和６０年度 ６１年度 ６２年度 ６３年度 平成 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 
６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 
１０年度 
１０年度 
６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 
電気工学専攻 
工業化学専攻 
金属工学専攻 
機械工学専攻 
生産機械工学専攻 
化学工学専攻 
電子工学専攻 
電子情報工学専攻 
機械システム工学専 
物質工学専攻 
化学生物工学専攻 
　 計 　 
 
電子情報工学専攻 
機械システム工学専 
物質工学専攻 
化学生物工学専攻 
　 計 　 
 
システム生産工学専 
物質生産工学専攻 
　 計 　 
数 学 専 攻 
物 理 専 攻 
化 学 専 攻 
生物学専攻 
地球科学専攻 
生物圏環境科学専攻 
　 計 　 
 
電子情報工学専攻 
機械システム工学専 
物質工学専攻 
化学生物工学専攻 
　 計 　 
合 計 
 
システム科学専攻 
物質科学専攻 
エネルギー科学専攻 
生命環境科学専攻 
　 計 　 
１２ 
１２ 
１０ 
１０ 
１０ 
１０ 
６４ 
 
４５ 
３０ 
２７ 
２４ 
１２６ 
１９０ 
 
７ 
７ 
５ 
５ 
２４ 
 
３０ 
２０ 
１６ 
１６ 
８４ 
 
６ 
６ 
１２ 
 
３０ 
２０ 
１６ 
１６ 
８４ 
 
６ 
６ 
１２ 
 
３０ 
３０ 
２７ 
２４ 
１１１ 
 
６ 
６ 
１２ 
 
４５ 
３０ 
２７ 
２４ 
１２６ 
 
６ 
６ 
１２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
１０ 
１０ 
８ 
１０ 
８ 
８ 
８ 
 
 
 
 
６２ 
（博士前期課程） 
（博士前期課程）理学系 
（博士前期課程）工学系 
（博士後期課程） 
（博士後期課程） 
297
工 学 部
表18　入学定員・現員の推移 
年　　　度 
入 学 定 員  
臨 時 定 員  
収 容 定 員  
現 員  
留学生現員（内数） 
工学部 
平成元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 
377
37
1,371
1,513
8
402
37
1,447
1,559
18
402
37
1,523
1,658
26
402
37
1,583
1,732
34
402
37
1,608
1,8,2
42
402
37
1,608
1,838
42
392
27
1,598
1,875
42
392
27
1,588
1,926
37
442
27
1,638
1,972
33
432
17
1,678
1,977
27
年　　　度 
博士前期課程（修士
課 程 ）入 学 定 員  
収 容 定 員  
現 員  
留学生現員（内数） 
大学院工学（理工学）研究科（博士前期課程（修士課程）工学系専攻） 
平成元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 
62
124
133
3
62
124
142
5
62
124
153
7
62
124
153
7
2
124
217
13
84
146
300
16
111
195
344
14
111
222
327
14
126
237
293
18
126
252
280
22
年　　　度 
博士後期課程入学  
定 員  
収 容 定 員  
現 員  
留学生現員（内数） 
大学院工学（理工学）研究科（博士後期課程） 
平成元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 
12
12
26
4
12
24
42
11
12
36
62
16
12
36
55
20
24
48
63
19
0
500
1000
1500
2000
0
50
100
150
200
250
300
350
0
10
20
30
40
50
60
70
80
平成元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年度
平成元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年度
平成６年 ７年 ８年 ９年 10年度
■  入学定員 
■  臨時定員 
■  収容定員 
■  現員 
■  留学生現員（内数）
■  博士前期課程（修士 
　  課程）入学定員 
 
■  収容定員 
■  現員 
■  留学生現員（内数）
■  博士後期課程入学定員 
■  収容定員 
■  現員 
■  留学生現員（内数） 
（人） 
（人） 
（人） 
である。
博士課程の学生募集が開始された平成６年度から
は、工学研究科博士前期課程（修士課程）の電子情
報工学、機械システム工学、物質工学および化学生
物工学の４つの専攻課程合せて84人、同じく工学研
究科博士後期課程（博士課程）のシステム生産工学
と物質生産工学専攻の２専攻で合わせて12人、合計
96人の入学定員に拡充された。その後も時代の要請
に応じて定員増が図られ、３年後の平成10年には合
計138人となり、大学院の学生が大幅に増加してい
る。
平成10年度に理学部を含めた理工学研究科に改
称、再編された。博士前期課程は理学系と工学系の
２大専攻課程（修士課程）、また博士後期課程はシ
ステム科学、物質科学、エネルギー科学ならびに生
命環境科学の４大専攻課程（博士課程）から各々な
り、合計24人となっている。
このような工学部、大学院工学（理工学）研究科
（博士前期、後期課程）入学定員と現員の推移をグ
ラフ化して表18に示す。尚、収容定員は各学年に在
学する学生定員の合計であり、実際には学生定員を
上回る学生が毎年度在籍している。内数として留学
生数も併記した。
昭和60年代からの各学科ごとの卒業生の推移を表
19に示す。卒業生は年ごとに増加していて、平成３
年度には315人、さらに平成４年度には最初に学科
改組した電子情報工学科の卒業生101人を含めると
合計325人（内女子17人）に達している。
このように学科改組の進行と共に卒業生数は年ご
２　卒業の状況
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表19　富大学工学部卒業者の推移 
年度 昭和60 昭和61 昭和62 昭和63 平成元 平成２ 平成３ 平成４ 平成５ 平成６ 平成７ 平成８ 平成９ 平成10
電 気 工 学 科  
工 業 化 学 科  
金 属 工 学 科  
機 械 工 学 科  
生産機械工学科 
化 学 工 学 科  
電 子 工 学 科  
電子情報工学科 
機械システム工学科 
物 質 工 学 科  
化学生物工学科 
卒 業 者 合 計  
入 学 者 合 計  
50
31
27
36
37
28
39
248
305
41
43
27
55
38
31
39
274
326
54
51
45
45
41
40
35
311
326
48
36
33
60
33
31
32
273
342
52
48
46
53
48
42
36
325
372
49
39
36
39
32
33
53
281
405
51
43
42
48
54
42
35
315
402
6
37
34
58
37
40
12
101
325
407
1
20
10
4
2
11
3
124
61
47
67
350
407
6
4
4
4
4
5
113
80
82
68
370
415
1
1
2
1
1
1
118
89
79
71
364
398
1
1
141
103
79
85
410
407
136
116
75
78
405
460
136
107
81
59
383
0
100
200
300
400
500
昭和60 昭和61 昭和62 昭和63 平成元 平成２ 平成３ 平成４ 平成５ 平成６ 平成７ 平成８ 平成９ 平成10年 
入学者 
卒業者 
電気、工化、金属、機械 
生機、化工、電子 
電情 
機械 
物質 
化生 
年　　度 
 
人
　
数 
（人） 
298
299
とに増加し、ここ数年の工学部卒業生はおよそ400
人（女子約60人）で、この中の30％程度が当大学大
学院（理）工学研究科に進学する傾向が見受けられ
る。
留学生の単位取得や成績の状況は良好である。こ
れは留学生の勉学意欲が高いことと比較的学力の優
秀な学生が入学しているためと考えられる。
平成９年度の工学部への留学生は33名で、この中
の17名が私費留学生、残り16名がマレイシア政府派
遣留学生であった。私費留学生と政府派遣留学生間
には単位取得状況にほとんど差は見られず、また日
本人学生と比較してみても、留学生の単位取得状況
１　正規学生（院生を除く）について
第３節　外国人留学生の増加
は１年次を除いて極めて良好で、日本人学生と比較
してもほとんど差は見られない。
卒業後の進路や就職状況は学部によって異なる
が、就職希望者の多くは日本国内の企業あるいは母
国の日系企業に就職が予定されている。平成10
（1998）年３月の卒業見込み留学生は12名いる。内
訳は私費留学生６名（中国３、マレイシア３）およ
びマレイシア政府派遣留学生６名である。就職内定
者の内、私費留学生の３名が日本国内に留まって日
本企業に就職し、マレイシア政府派遣留学生の５名
は帰国して、すべて日系企業に就職することになっ
ている。一方、就職しない３名の学生の中の中国人
私費留学生２名とマレイシア政府派遣留学生１名は
大学院に進学する。ただし卒業者の卒業後の動向に
ついては把握することが困難で、ほとんどが音信不
通の状態にある。
留学生向けの低廉、安価な宿舎が不足しており、
かつ入居の際、受入教官が保証人を依頼されること
が多い。そのため学部ないし全学での受け入れ体制
の整備が求められている。留学生の日本語能力の不
足を補うため、各学部でそれぞれ日本語教育を行っ
２　正規学生以外（研究生、科目等
履修生、聴講生）の留学生について
工 学 部
表20　富山大学工学部および大学院工学（理工学）研究科の留学生の推移 
大学院 
（博士前期課程） 
3
5
7
7
13
16
14
14
18
22
26
大学院 
（博士後期課程） 
4
11
16
20
19
29
工学部 
 
8
18
26
34
42
42
42
37
33
27
24
 
年　度 
平成元年
平成２年
平成３年
平成４年
平成５年
平成６年
平成７年
平成８年
平成９年
平成10年
平成11年 
0
10
20
30
40
50
平成元 平成2 平成3 平成4 平成5 平成6 平成7 平成8 平成9 平成10 平成11年 
（博士前期課程） 
博士前期（修士）課程 
博士後期課程 
（博士後期課程） 
人数 
（人） 
表21　富山大学工学部および大学院工学（理工学）研究科正規生合計 
年度 11 10 9 8 7 6 5 4 3 2国名 
中 国  
マ レイシア  
インドネシア 
韓 国  
台 湾  
バングラデシュ 
タ イ  
エ ジ プ ト  
イ ン ド  
ラ オ ス  
ロ シ ア  
ナイジェリア 
ケ ニ ア  
ベ ト ナ ム  
　 計 　  
45
14
2
6
2
3
1
1
1
1
1
1
78
39
17
2
4
1
2
1
1
1
68
41
23
2
2
1
1
1
71
37
24
2
1
1
1
1
67
33
24
2
4
2
1
1
67
24
26
4
4
2
1
1
62
14
25
5
5
4
2
55
8
20
4
4
3
2
41
6
15
3
2
4
1
2
33
4
10
2
4
1
2
23
ているが、工学部留学生相談室の日本語教育は好評
で、留学生の評価も良い。
その他、留学生の問題として入国ビザ申請手続き
の遅滞等を含めて、入学手続きが予定通りにはかど
らず、入学時期が一定しないこと、ならびに円高に
なった場合にはまず本邦への留学希望者数が減少す
るが、万一留学がかなえられても日本での生活苦と
授業料納付の遅れ等の問題が生じてくる。
本邦の留学生10万人受け入れ施策に基づいて、本
学に在学する留学生も年々増加し、平成元年度28名
であった留学生が、平成10年11月1日現在には13カ
国209名となった（約７倍に増加）、今後も増加が予
想されることから、国に「留学生センター・留学生
課」の設置を要望していたところ、平成11年度に実
現する運びとなった。
従来、留学生関係業務は学生課・留学生指導相談
室で実施していたが、今後は留学生センター・留学
生課が担当することになった。
Ⅰ．留学生センターでは前述の目的を達成するため、
次の業務を行っている。
（1）大学院入学前予備教育
1）大学院入学前の国費研究留学生等の日本語予
備教育
2）日本語予備教育の在り方に関する調査研究
３　留学生センター・留学生課の新設
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3）日本語予備教育の入学後における教育効果に
関する追跡調査
4）全留学生を対象とした日本語の課外補講
（2）日本語・日本事情教育
1）全留学生を対象とした日本語・日本事情教育
2）日本語教育の在り方に関する研究
3）日本語・日本事情に関する専門的教育
4）全留学生を対象とした日本語の課外補講
（3）留学生指導
1）修学上、生活上の諸問題に関する指導
2）異文化適応に関する指導・助言
3）健康上の相談に関する指導・助言
4）オリエンテーションの企画・実施
5）留学生専門教育教官との連絡・調整
6）チューターに対する指導・助言
7）海外留学希望者への指導・助言
8）地域における国際交流の推進および留学生支
援団体との連携
9）各種情報提供
Ⅱ．留学生課では前述の目的を達成するため、次の
業務を行っている。
1）外国人留学生の受け入れに関する業務
2）留学志願者等に係る情報提供に関する業務
3）留学生の経済援助等に関する業務
4）帰国学生のアフターケアに関する業務
5）学生の海外留学に関する業務
6）外国人留学生に係る各種行事に関する業務
7）富山県留学生等交流推進会議に関する業務
8）センターの管理運営に関す業務
9）センター委員会に関する業務
10）センターの諸行事に関する業務
11）センターの広報に関する業務
12）日本語教育に関する業務
13）所掌事務の調査および報告に関する業務
14）その他、センターに関する業務
15）その他、外国人に関する業務
16）所掌事務に係る調査および報告に関する業務
富山大学では近年、多数の外国人留学および外国
人研究者等の受け入れを積極的に推進しており、今
４　国際交流会館
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組織図 
実施組織 
スタッフ構成図 
大学院入学前予備教育担当教官 
日本語・日本事情教育担当教官 
留学生指導担当教官 
学生課長 
厚生課長 
入試課長 
学生部次長 学生部長 
専門員 
専門職員 
総務係 
課長補佐 
（省略） 
（省略） 
学長 
センター長 
（併任） 
センター運営委員会 
区　　　分 教　授 助教授 計 
大学院入学前予備教育担当教官 
日本語・日本事情担当教官 
留 学 生 指 導 担 当 教 官  
　 計 　  
1
1
2
人 1
1
2
人 1
2
1
4
人 
留学生課長 留学生係 
専門員 
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後、益々海外大学との学術交流や環日本海地域との
交流が増加、拡大して行くものと思われる。外国人
留学生および外国人研究者の受け入れに当たって
は、習慣の違いや保証人問題等で宿舎の確保が難し
く、関係者は非常に苦労していた。このため、最重
要課題として宿舎問題の解消を求める声が数多く寄
せられ、本学では文部省に１日も早い国際交流会館
の建設を毎年、要望してきた。
平成10年度予算で漸く国際交流会館の建設が認め
られ、本学から２キロ南の富山市金屋地区に、平成
10（1998）年７月１日着工～平成11（1999）年３月
10日に竣工の予定で建設された。会館の概要は下記
で、次のような特徴を有する。
国際交流会館の概様
建物構造　　　鉄筋コンクリート（ＲＣ）
敷地面積　　　3,000㎡
建物床面積　　 692㎡
延建物床面積　1,561㎡
設置場所　　　富山市金屋神田5,037-2
①　北陸の湿った気候を考慮して、日当りに配慮。
②　環境風致地区指定の呉羽山に近く、閑静で勉学、
生活条件として優れている。
③　防災上の点から、調理にはガスを一切使用せず
電磁調理器を使用、暖房もエアコンとし、安全に
配慮。
④　各室ともユニットバース、シャワー、トイレを
備え、生活環境の充実を図っている。
⑤　地域住民と留学生等との交流の場として、会館
内に多目的ホールが設けられている。
この他、中庭や周囲には樹木が植られ、かつ本学
の自然観察実習センターとも接しているので、誠に
自然の潤いに富んだ施設となっている。
本施設を利用して、今後、本学に学ぶ留学生と日
本人学生ならびに教職員との接触が多くなり、これ
によって相互の理解が深まり、国際交流が一層盛ん
になって行ってくれればと期待されている。
周知のように富山大学は、地方国立大学として地
域社会の発展に重要な役割を果たして来た。本学の
入学試験は、北陸地区や中部ブロックの内にあって、
平成３年度まで連続方式Ｂ日程として実施してき
た。しかし全国的に入学者選抜方法改革の機運が高
まり、本学においても受験機会の複数化、選抜方法
の多様化ならびに試験科目の選択制等が次第に促進
され、現在では各学部・学科・課程によって、入学
者の選抜方法も多様化して来ている。
工学部は平成元年度に、職業高等学校の工業科出
身者を対象に定員５％の枠内で推薦入学を６学科で
実施していた。工学部は平成３年度に全学科を改組
して４学科に再編成しており、この時に推薦入学制
度の高等学校対象学科を普通科および理数科にまで
拡大している。同時に募集人員も平成元年度にはそ
れぞれの学科定員の５％以内であったものを平成２
年度には16人以内、同３年度と４年度には58人、同
５年度には55人と逐次拡大してきた。尚、高等専門
学校からの編入学学生募集は平成元年度から行って
おり、その後帰国子女および社会人の募集も行って
いる。選抜方法は平成４年度から分離分割方式に改
められた。
第４節　推薦入学制の導入
工 学 部
外観ができあがったころの建設現場
表22　定員表 
区　分 
留学生用 
研究者用 
計 
単身用 
34
5
39
夫婦用 
5
2
7
家族用 
1
2
3
計 
40
9
49
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表23　富山大学工学部推薦入学者（普通・理数科）入学状況等 
表24　富山大学工学部推薦入学者（工業系）入学状況等 
電 子 情 報 工 学 科  
機械システム工学科  
物 質 工 学 科  
化 学 生 物 工 学 科  
電気電子システム工学科 
知 能 情 報 工 学 科  
機械知能システム工学科 
物質生命システム工学科 
計 
年　　　度 平成３年 平成４年 平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成10年 
13
10
8
8
39
13
9
8
8
38
12
9
9
8
38
12
9
8
8
37
13
10
8
8
39
13
10
8
8
39
3
10
10
15
38
10
9
10
10
39
0
3
6
9
12
15
■  電子情報工学科　　　　　■  機械システム工学科　■  物質工学科　　　　　　　■  化学生物工学科 
■  電気電子システム工学科　■  知能情報工学科　　　■  機械知能システム工学科　■  物質生命システム工学科 
平成３年 
平成元年 平成２年 平成３年 平成４年 平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成10年
平成４年 平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成10年
学科改組 
電 気 工 学 科  
工 業 化 学 科  
金 属 工 学 科  
機 械 工 学 科  
生 産 機 械 工 学 科  
化 学 工 学 科  
電 子 工 学 科  
電 子 情 報 工 学 科  
機械システム工学科  
物 質 工 学 科  
化 学 生 物 工 学 科  
電気電子システム工学科 
知 能 情 報 工 学 科  
機械知能システム工学科 
物質生命システム工学科 
計 
年　　　度 平成元年 平成２年 平成３年 平成４年 平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成10年 
2
2
1
2
2
2
11
6
4
3
2
15
6
2
0
0
8
6
3
0
0
9
6
2
0
1
9
7
3
4
0
14
7
5
4
4
20
7
5
4
4
20
6
5
4
4
19
4
4
5
7
20
0
5
10
15
20
年　度 
工学部推薦入学（工業系） 
人
　
数 
人
　
数 
（人） 
（人） 
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（1）趣旨
工業教育の振興に関する調査研究報告書「変革期
の工業教育」（平成元年12月発刊）は、わが国の今
後の工業教育の指針を示したもので、全国大学で大
きな波紋を呼んだ。すなわち現在の大学で学んだ知
識、技術、研究ではわが国の社会、経済等の産業構
造に対応しきれず、特に工学分野においては高度化、
学際化、融合化、情報化等の新しい動向に対応した
教育、研究が必要であると指摘された。続いて平成
３（1991）年５月には「平成５年以降の高等教育の
計画的整備」、所謂留学生および大学院生の処遇な
らびに財政面からの大学院の整備充実に関する提
言、さらに同年11月には「大学院の量的整備」、す
なわち大学院の質の向上に向けた工業教育の見直し
が提言された。
その間、富山大学工学部では共通講座を含む７学
科34講座を４学科18大講座に改組、再編した。また
平成５年度に廃止した教養部講義に代わる４年一貫
教育用のカリキュラムを再編成し、以来、幅の広い
教養教育と学際的な専門教育とを行ってきている。
一方、高度の技術者養成を目指す工学研究科には一
１　３年次編入学について
第５節　高専・短大からの
編入の制度化
層の充実と発展を期して、平成６年４月に博士課程
（２専攻）が開設された。
近年、国際的な経済事情の変化によってわが国の
産業、技術に空洞化が起こり、21世紀に向けた本邦
大学の使命もこのような社会的変化、すなわち科学
技術の発展、産業構造の変化、ならびに国際化とい
った社会の様々な局面に対応できるような技術者を
養成することが主眼となってきた。また同時に、社
会の要求に応じて、大学と産業界との連係強化、社
会人の再教育（リフレッシュ教育）等についても大
きな期待が寄せられている。このような社会情勢の
変化に加えて、近年の大学院修了者の資質の向上と
研究開発の必要性に対する自覚、認識度の向上故に
か企業が大学院修了者を優先的に採用しようとする
傾向が見受けられ、大学院への進学者が急増し、平
成６年度には定員の２倍強の入学者を受け入れてい
る。
他方、平成元（1989）年の18歳人口は200万人で、
平成12（2000）年には150万人に減少すると予測さ
れる今日、わが国の教育も「量より質の教育」に改
革せざるをえなくなってきた。今後は新しいスタイ
ルの教育と研究分野を先行的に取り込んで、高等専
門学校および短期大学卒業生に、幅広く、質の高い
教育を実施していくことが必要であろう。このこと
は取りも直さず生涯学習としての一環、役割を担う
ことともなる。本工学部は以上の趣旨を踏まえ３年
次編入学の定員化を要望している。
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表25　富山大学工学部推薦入学者の推移 
年　度 平成元年 平成２年 平成３年 平成４年 平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成10年 
普通・理数科 
工　業　系 
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11
11
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15
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8
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59
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人
　
数 
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（2）目的
1）教育水準の高度化
科学技術が進歩すればするほど、それぞれの専門
分野ではより深い専門知識と狭い領域での最先端の
研究が要求されると共に、一方では専門分野間の関
連が深まり、技術の多様化、高度化に対応するため
の広い視野と学際的知識を持つ人材の養成が求めら
れくる。最近の高等教育では前者を高度の研究者、
後者を高度の技術者（専門職）と定義し、富山大学
工学部では地域産業育成型の後者を教育目標として
いる。また、今日の産業界では、発展途上国への技
術移転により技術の空洞化が起こり始め、高度な知
識を必要とする複雑な装置の製作や操作のできる人
が多く求められるようになって来ている。このよう
な作業に必要な知識の大部分は高等教育を通じて学
ぶものであり、これからの大学では問題解決型の実
践的技術者を養成することが必要である。それ故３
年次編入学制の大学における工業教育では、このよ
うな実践力を基盤に、さらに広い工学基礎理論と専
門知識を修得させることによって、論理的思考力を
身に付けた有能な技術者の養成を可能にする。一方、
今度の新しいスタイルの人文・社会系（例えば経済学
部）学部卒の学士編入学者においては、技術の国際
的融和型を特徴とし、研究開発の創造性発掘が期待
できる管理技術者、ならびに幅広い科学技術知識を
ベースとした研究企画・製品開発型の研究開発者の
養成が期待できる。
2）社会人技術者の再教育
技術者は、科学技術の進展に応じて、刻々と新た
な専門知識を獲得していかなければならないが、特
に最近のように科学技術の高度化や国際化が急速に
進展する時代には、技術者は生涯にわたって学習を
継続して絶えず新たな知識を獲得し、自らの技術の
刷新を図っていかなければならない。工業県である
富山でも高等教育機関が社会人技術者の再教育に積
極的に取り組むことが強く望まれている。
現在、高専および短大卒業生の多くは、企業内産
業活動において生産技術の自動化、品質安定、低原
価等に活躍していると思われる。しかし、時代の変
革に伴い物造りへの挑戦から新製品、新製造方法へ
の問題把握・解決・展開等の問題に直面し、広い専
門知識や研究方法論の必要性を痛感するであろう。
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新たな生産技術力・技術開発力と創造性発掘力を育
成する再教育が必要となる。社会人再教育により高
度な実践力と思考力も伸ばす社会的要請に応えるべ
く社会人３年次編入の定員化を進めなければならな
い。
本学部では昭和63（1988）年以来、３年次編入学
生の受け入れを促進のため、教養課程における取得
単位の読替え措置をしたり、少人数教育の充実等
様々な工夫を続けてきた。現在、本学部の欠員の範
囲内で３年次編入学生を受け入れているが、志願者
数は年々増加している。その後本学部は、平成５
（1993）年４月の教養部廃止時より各学科若干名と
する３年次編入学制度を導入した。今後これを定員
化、制度化すれば、さらに多くの学生を教育するこ
とが可能となり、社会の要請にも十分応えることが
できる。
（1）養成すべき人物像
富山県内企業は以前、生産を主体とした生産技術
型企業が多かったのが、近年は技術開発型、さらに
研究開発部門を有する企業が増加している傾向とな
ってきた。しかし、一方では発展途上国に対する技
術移転により、生産技術者が技術支援のため諸外国
に流出している現状にある。いずれにしても技術開
発力を有する人材が求められることになってきた。
本学の学部教育に当たっては、社会的および学術
的背景をもとに、工学部卒業生として必要な人物像
を４つのタイプとして設定している。
1）実践力と想像力に富み、広い専門知識で技術
開発を担っていく人材
2）社会環境に対する理解のもとに技術開発にお
ける必要性、重要性を見い出し、技術開発の
目的設定や技術指導管理を行える人材
3）広い工学基礎知識と科学的技術知識を持ち、
さらに人間と環境との調和にも理解が深く、
社会のニーズに対応できる人材
4）国際貢献の見地から、相互技術交流や国際的
３　養成すべき人物像と需要の見通し
２　３年次編入学の従来の実績
第Ⅱ部　部局編
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融和に貢献できる人材
このような人物を育成するために、広範な専門基
礎教育とさらに卒業研究については、対話的指導も
盛り込んだ教育を行う。
（2）需要の見通し
1）高等専門学校からの３年次編入学（北陸地方）
現在、富山県には国立富山工業高等専門学校（機
械工学科、電気工学科、物質工学科、環境材料工学
科）と国立富山商船高等専門学校（電子制御工学科、
情報工学科、商船学科、国際流通学科）の２校、そ
して隣接の石川県に国立石川工業高等専門学校（電
気工学科、機械工学科、電子情報工学科、建築学科、
環境都市工学科）が設置されている。今回の富山大
学工学部への３年次編入学について関心の高いと思
われる以上の３高専についてアンケート調査を実施
した（平成５年12月）。
尚、アンケート調査対象は１年次から４年次まで
のすべての学生（総数1,540名）で、結果は次の通
りであった。
「北陸３高専の学生のアンケート数」
（回収率：約100％）
注; 石川高専については対象学科を電気工学科、機械工
学科、電子情報工学科の３学科とした。
富山県、石川県の３高専の希望進路によると大学
への編入学は38.9％で594名が希望し、また、高専
別では富山、石川の工業高等専門学校での編入と就
職が同数であり、それぞれ約42％が編入学希望の回
答を寄せている。これらの結果を図１に棒グラフお
よび円グラフで示した。
次に、高専入学者の学年進行別に希望を調査した
結果は図２の通りである。
１年次における編入学希望は、47.3％であるが、そ
の後次第に減少して４年次には32.1％になり、逆に
就職希望者が増大する傾向の回答が得られている。
この結果は入学後に学生の勉学意欲が減退して行く
ことを意味し、大学および高専専攻科への進学を阻
む一因となっている。従って大学および専攻科にあ
っては今後、この点を十分考慮した改革が必要であ
ると同時に、高専入学者に対しては勉学意欲を触発
させる教育改革をすべきであろう。
また、上記の学年別に見た進路希望の調査結果を
工 学 部
図１　３高専全体および高専別進路希望 
図２　３高専全の学年別進路希望 
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３高専別に図３に示した。
いずれの高専においても共通した回答結果とな
り、１年次から４年次にかけての進学希望者の減少
が明らかである。
2）高等専門学校および短期大学卒業生（社会人）
からの３年次編入学
高等専門学校ならびに工学系短期大学卒業生に対
する再教育（３年次編入、リフレッシュ教育）の必
要性については、養成すべき人物像に見られるよう
に、社会が大学で学ぶ高等教育への期待が大きくな
って来ている。
県内企業の従業員100人以上を有する企業39社に
アンケート調査（平成４年12月）した結果、社会人と
して大学に３年次編入を派遣する主な理由は以下で、
a）専門知識を修得させる。 11社
b）研究、開発能力を高める。 10社
c）大学とのパイプを太くする。 4社
64.1％（25社）の企業が社会人再教育を希望し、さ
らに地域社会と連携の必要性も期待している。
また、３年次編入学を大学に派遣する人数は、
a）毎年１名を派遣する。 2社
b）隔年に１名を派遣する。 4社
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c）３年毎に１名を派遣する。 1社
の計７社であり、その他派遣に対し、今後前向きに
検討するとの企業が６社であった。この理由に経営
上の要請と適格者の有無で決定するが２社、状況に
応じて毎年または隔年でが１社、本人の希望で決め
るが２社、必要に応じてが１社で、再教育の必要性
は時代の流れに応じてとの企業もあった。
また、電子情報、機械、鉄鋼、金属、化学、薬学
の順位で希望が少なくなっている。
3）人文、社会、理工系学部卒業生（社会人）か
らの３年次編入学
人文、社会、理工系学部卒業生が就職している富
山県内企業（従業員30名以上）に対して学士３年次
編入学派遣を希望または検討する企業が８社あり、
約１割の企業は前向きであることが明らかになっ
た。今後、編入学定員化と学士入学の実績ならびに
創造的、開発研究成果によって学士編入学が期待で
きる。
（3）定員確保の見直し
1）北陸地区３高専からの入学定員の確保
現在、富山高専には４学科（機械工学科、電気工
第Ⅱ部　部局編
図３　高専別・学年別の進路希望 
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学科、物質工学科、環境材料工学科）があり、入学
定員は各学科40名で、合計160名が１学年の入学定
員である。これらの入学定員の内50％が専攻科進学
と大学編入学を希望するものとすれば、各学科20名
が進学するものと想定される。しかし富山高専には
平成５年度より、機械電気システム工学専攻と機能
材料工学専攻の２専攻が設置された。これら卒業生
の内当該学科から５名が専攻科に進学するものとす
れば、各学科の残り15名が大学に編入学を希望する
ことになる。
また、最近５年間（昭和63年から平成４年）の富
山高専から大学への進学状況を調査した結果、機械
工学科では最高７名（２～７名）、電気工学科では
最高12名（６～12名）であった。従って、富山大学
への過去の編入学者数を零としても、残りの機械工
学科８名と電気工学科３名が富山大学工学部に編入
学が可能と想定される。県内出身者が多い富山高専
では県内の富山大学工学部への編入学希望が強いこ
工 学 部
表26　編入学試験実施状況（その１） 
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とを考慮すれば、機械工学科８名、電気工学科３名
が確保できる適当な数となる。
一方、工業化学科（現物質工学科）では最高９名
（４～９名）、金属工学科では最高８名（２～８名）
が大学に編入学しており、専攻科進学者５名を除く
残りの工業化学科では６名、金属工学科では７名の
定員が想定される。
一方、富山商船での富山大学工学部に編入学を希
望する学科は、電子制御工学科（入学定員40名）と
情報工学科（入学定員40名）で、現状における各学
科の大学進学希望は約30％であり、それぞれ12名が
希望している。また、過去の大学編入学者は各学科
３～５名で、本学工学部への編入学希望は残りの２
学科でそれぞれ７名程度が見込まれ、本学の電子情
報工学科と機械システム工学科を希望、入学するこ
とが期待される。
石川高専（石川県）の対象学科は機械工学科、電
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気工学科、電子情報工学科の３学科で、各科の入学
定員は40名である。現在の進学希望は約40％で、各
学科16名となる。なかんずく、金沢大学工学部への
編入学生は機械工学科10名のみで、その外に３名程
度が編入学をしており、残りの学生は他大学への編
入となっている。本学工学部には石川県出身の学部
学生が３割程度在籍しており、編入学希望者もこれ
と同一の傾向にあるとすれば、本学工学部の機械シ
ステム工学科では約４名、電子情報工学科では約10
名の学生が確保できると予想される。従って、北陸
地区３高専からの富山大学工学部への編入学の定員
確保は、電子情報工学科へは20名、機械システム工
学科へは19名、物質工学科へは７名、化学生物工学
科へは６名程度が見込まれるが、今後、石川高専に
も専攻科が設置される可能性が高いので、終局的に
は電子情報工学科には15名、機械システム工学科へ
は14名程度になると想定される。
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表27　編入学試験実施状況（その２） 
入学年度 
学科名 
平成７年度 
志願者数 
入学定員 高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
入学定員 高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
合格者数 入学者数 志願者数 合格者数 入学者数 
平成８年度 
電 子 情 報 工 学 科  
機械システム工学科 
物 質 工 学 科  
化 学 生 物 工 学 科
計
若干名 
若干名 
若干名 
若干名 
20
16
5
3
44
3
2
1
1
7
2
6
8
20
16
5
3
44
3
2
1
1
7
2
6
8
20
16
5
3
44
3
2
1
1
7
2
6
8
29
19
13
5
66
1
2
1
－ 
4
1
4
4
10
19
26
11
6
4
47
1
1
1
－
1
－
2
－
3
1
3
7
21
10
6
4
41
1
1
1
－
1
－
2
－
2
1
3
6
－5
5 
若干名 
若干名 
入学年度 
学科名 
平成９年度 
志願者数 
入学定員 高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
入学定員 高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
合格者数 入学者数 志願者数 合格者数 入学者数 
平成10年度 
電 子 情 報 工 学 科  
機械システム工学科 
物 質 工 学 科  
化 学 生 物 工 学 科
計
5
5
若干名
若干名
10
28
16
8
2
54
1
1
2
1
1
7
9
22
14
7
2
45
1
1
2
1
5
6
22
14
6
2
44
1
1
2
1
5
6
40
23
8
32
74
1
1
6
3
1
2
12
19
11
5
2
37
2
1
1
4
1
1
2
1
1
2
6
17
10
4
2
31
－
－
1
1
2
1
1
2
6
5
5 
若干名 
若干名 
10
入学年度 
学科名 
平成11年度 
志願者数 
入学定員 高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
入学定員 高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
高専新 
規卒業 
予定 
短大新 
規卒業 
予定 
社会 
人 その他 
合格者数 入学者数 志願者数 合格者数 入学者数 
平成12年度 
電気電子システム工学科 
知 能 情 報 工 学 科  
機械知能システム工学科 
物質生命システム工学科
計
5
若干名
5
若干名
10
15
14
14
11
54
2
3
5
2
7
9
12
7
10
9
38
2
1
3
1
5
6
309
2）高専および短大の卒業生（社会人）からの入
学定員の確保
北陸地方の工業高等専門学校および工業系短期大
学の卒業生（社会人）についての企業アンケート調
査結果によれば、回答25社の64.1％が編入学による再
教育を希望している。３年次編入学で大学に直ちに
派遣すると回答した企業の中、毎年１名は派遣する
が２社、隔年に１名を派遣するが４社であることか
ら、工学部では毎年３名以上は確保できそうである。
平成10年度までの編入学試験実施状況表を表26、
27に示す。
（1）大学改革の経過
平成３（1991）年２月28日、大学審議会は『大学
教育の改善について』答申を行い、これを受けて旧
来の大学設置基準（平３.7）は大幅に改訂された。
答申の主たる改訂は大学教育の大綱化と組織編成の
改善で、富山大学においても富山大学大学教育改善
検討委員会を設置し、大学評議会は次の４項目につ
いて平成４（1992）年３月末までに答申するよう諮
問した。
a）一般教育と専門教育の在り方
b）設置授業科目とカリキュラムの大綱
c）一般教育の実施組織の在り方
d）その他、大学教育の改善に関する事項
大学設置基準とは大学教育の基本的枠組等を定め
た基本原則で、この度の改訂により授業科目区分の
一般教養教育科目（人文、社会、自然の３分野）、
外国語、保健体育、専門科目規定が廃止され、卒業
要件についても４年以上の在学、124単位以上の習
得以外のすべての規定が解除され、今後は各大学そ
れぞれの目的、理念で、自由にカリキュラムを編成
することが可能となった。
富山大学大学教育改善検討委員会では、カリキュ
ラム部会と教育組織部会を編成し、精力的に審議・
検討を重ね、平成３年11月の中間報告を経て平成４
年３月末に大学評議会に答申した。
教育改革に関する答申の主たる事項は以下で、
第６節　教養部廃止と
カリキュラムの変遷
a）改革の基本的方向
b）教育過程の改革
c）組織の改革
d）その他
この中、文部省が平成５年度へ向けて概算要求を許
可したのは「教育方法改善に伴う教養部の廃止」と
「教養部教官の各学部への分属」のみで、教育方法
改善に関する要求の組織的な事項は一切認めなかっ
た。
平成５（1993）年４月に入学した学生は１年次よ
り各学部に所属し、４年一貫の教育が開始された。
勿論、従来の教養部の一般教育の授業すなわち人文
系、社会系および自然系の教科は教養原論の名称で
全学の教官によって行われることになった。例えば、
工学部の学生は人文系、社会系の教官群が行う教養
原論を受講し、数学、物理、化学、生物等の自然系
教科は専門基礎科目と位置付けられ、主として工学
部の教官が行うことになった。
その他に、第１、第２外国語、保健体育、総合、
情報処理もしくは言語表現等を教養共通科目として
30単位習得することになった。工学部の教官は理学
部や教育学部の自然系教官と共に自然系教養原論を
開講して、人文学部、経済学部、教育学部の学生に
受講させ、かつ大学審議会の答申に基づいて、これ
までの多人数教育を少人数教育に変えて実施する。
それに伴って担当教官の負担が大変大きくなるた
め、当初学部教官サイドからかなりの抵抗があった。
しかし、学生は１年次より学部教官との接触が可能
となり、また、教養部で学部の教科と独自に行われ
ていた数学、物理、化学等の自然系科目が、専門教
科の基礎科目と位置付けられ、さらに教科の内容を
専門教科と関連させて修得することが可能となっ
た。
一方、教養部の自然系教官はほとんどが理学部出
身者である。自分の専門領域を生かすには理学部へ
の移行がより有利であるとの考えから、最初の移行
調査では工学部への移行希望はほとんど無に近い状
態であったが、その後、学部長をはじめ、工学部諸
先生方の様々なアプローチと説得により、最終的に
は数学３名、物理２名、化学１名の自然系教官６名
が工学部へ移行することになった。これらの教官の
移行を受けて機械システム工学科では、従来の１小
工 学 部
講座と数学教官３名で大講座を設置し、また、物質
工学科では１小講座と物理教官２名で大講座を設置
した。また、化学生物工学科では化学の教官１名を
従来の１大講座へ受け入れて、大講座の充実を図る
ことになった。上記の体制で、平成５年４月から新
教育過程が開始された。大学内部では準備不足、あ
るいは時期尚早との意見もあったが、実施に向けて
の意見が大勢を占め、様々な委員会、専門部会、作
業部会が編成され、精力的な取り組みがなされた。
（2）卒業要件単位数
表28に旧課程および新課程の標準的な卒業要件単
位数を示した。
旧課程の一般教育科目は人文、社会、自然分野か
ら36単位、外国語16単位、体育４単位で、合計54単
位が課せられていた。新課程では工学部の場合、人
文系・社会系原論で12単位、総合科目で６単位、情
報処理もしくは言語表現で２単位、２外国語でそれ
ぞれ４単位、保健体育２単位、合わせて30単位が卒
業要件に必要な教養共通単位となった。
従来、自然系教養科目であった数学、物理、化学、
生物および地学は専門基礎科目となり、必要に応じ
て各学科で開講されることになった。これらの基礎
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科目の内容は各学科の専門科目の履修を支援できる
ように、各学科と担当教官とで協議検討し、教科の
履修を円滑かつ効率的ならしめるように構成されて
いる。表29は旧課程および新課程の履修年次を比較
したものである。
旧課程では２年次前期（３期）までが教養課程で、
ここでは専門教科は開講されていなかった。
この３期は多くの学生にとって語学以外はほとん
ど出席する必要がなく、花の３期として学生生活を
十分に楽しむことができた。しかし新課程ではこれ
が専門基礎科目として位置付けられ、自然系教科
（数学、物理、化学、生物および地学）は１年次前
期（１期）から、専門科目は１年次後期（２期）か
ら始まり、教養科目は１年前期から３年後期（６期）
まで開講される。
表30は工学部各学科における卒業要件単位数を示
したものである。卒業に必要な単位数は各学部の方
針により多少差はあるが、工学部では従来と同様の
140単位である。ただしこれまで２時間１単位の演
習は１時間１単位とカウントするので、時間的には
多少余裕がある。新たに設置された10単位の自由単
位は教養科目からでも、また専門科目からでも自由
に選択できる。
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表28　標準的卒業要件単位数の比較 
改　革　前（旧） 
授業科目の区分 必修 選択 自由 
改　　　　　革　　　　　前（新） 
授業科目の区分 必修 選択 自由 １単位当たりの授業時間数 
専 門 科 目 専門科目 
 
専 攻 科 目 
 
専門基礎科目 
 
教養科目 
 
教 養 原 論 
 
総 合 科 目 
 
共通基礎科目 
 
外 国語科目 
保健体育科目 
 
 
情報処理科目 
 
言語表現科目 
教養科目・共通
基礎科目の計 
各学部が定める 
人文分野 
社会分野 
自然分野 
 
総合科目 
教養ゼミ 
 
外 国語科目 
 
 
保健体育科目 
 
 
 
 
 
計 
8
8
8
２ヵ国語
各　8
講義　2
実技　2
44
必修
0
選択
12
6
２ヵ国語
各４
２　
２　２
２　
２　
　２
２　
30
自由
（7）
（2）
（4）
2　（4）
2　（4）
2　（4）
2　（4）
（16）
10
12
12
一
般
教
育
科
目 
各学部が定める
（専門基礎科目は1年から実施）
講義　15時間
演習　15時間
（教育上特に必要な場合30時間）
実験・実習・実技　30時間
（教育上特に必要な場合15時間）
講義　15時間
講義　15時間
30時間
講義　15時間
演習　15時間
実技　30時間
15時間
15時間
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（1）保健管理センター
学生の健康の保持・増進を図り、充実した学生生
活を送れるよう支援する施設として保健管理セン
ターが設けられている。センターには専任の医師
（精神科）、カウンセラー、看護婦等の他、非常勤の
校医がおり、学生は何時でも応急診療、健康チェッ
ク、カウンセリング等を受けることができる。
センターでは１室をレクリエーション・セラピー
室として学生、職員に開放し、室内には各種の体力
測定器具（トレッドミル、エアロバイク、バーベル、
腹筋台等）や囲碁、将棋、オセロ等が備えてある。
第７節　学生生活あれこれ
また、読んで楽しく、見て考え、自らも投稿したく
なるようなミニ情報誌を目標に“ほけかん”を年４
回発行し、当センターが心身両面の問題を気楽に語
り合える場になればと期待されている。
（2）富山大学学生健康保険組合
在学期間中の学生の健康保持および疾病、負傷し
た場合の相互救済を目的に、学生健康保険組合が設
けられている。
学生健康保険組合は本学の学生全員を組合員とし
て組織されている。組合費は年間1,200円で、組合
員が疾病、負傷等で医療機関の診察を受け、そして
社会保険で定められている自己負担額を医療機関に
支払った場合、歯科の治療および入院中の食事等を
工 学 部
表２９　新旧課程の履修年次の比較 
改　革　前（旧） 改　革　後（新） 
表３０　工学部各学科の卒業要件単位数 
授業科目の区分 １年 ２年 ３年 ４年 授業科目の区分 １年 ２年 ３年 ４年 
専　門　科　目 
一
般
教
育
科
目 
人文分野 
社会分野 
自然分野 
総合科目 
教養ゼミ 
外国語科目 
３６ 
 
 
 
 
１６ 
 
 
 
 
３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 
保健体育科目 
講義　２　 
実技　１・１ 
専門科目 
　専 攻 科 目 
　専門基礎科目 
教養科目 
　教 養 原 論 
　総 合 科 目 
共通基礎科目 
　外国語科目 
 
保健体育科目 
　講　　　　義 
　演　　　　習 
　実　　　　技 
　情報処理科目 
　言語表現科目 
 
 
 
 
４ 
 
 
２ 
２ 
 
 
 
 
２ 
２ 
 
 
 
 
２ 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 
 
２ 
 
 
 
 
４ 
 
 
２ 
２ 
 
 
２ 
 
 
２ 
 
 
 
 
４ 
２ 
 
 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 
２ 
１ 
 
 
 
 
 
 
２ 
２ 
 
 
２ 
 
 
４ 
 
 
 
区　分 
学　科 電 子 情 報 
工　学　科 
機械システム 
工　学　科 
物 　 　 質 
工　学　科 
化 学 生 物 
工　学　科 
富山大学における教養科目及び共通基礎科
目調整規則に定める教養科目から修得する
単位数 
富山大学における教養科目及び共通基礎科
目履修規則に定める共通基礎科目から修得
する単位数 
小計 
小計 
自由単位 
合　　計 
専門基礎科目から修得する単位数 １６ 
 
８４ 
 
１００ 
１０ 
１４０ 
８ 
 
９２ 
 
１００ 
１０ 
１４０ 
１６ 
１８ 
 
 
１２ 
 
３０ 
 
 
８４ 
 
１００ 
１０ 
１４０ 
１７ 
 
８３ 
 
１００ 
１０ 
１４０ 
専門科目から修得する単位数 
専
門
科
目 
除く医療給付金が学生健康保険組合から支給され
る。ただし、１人の組合員に対して支払われる年間
総給付額は55,000円までである。
（3）学生教育研究災害傷害保険
学生が教育活動中、通学中に被った不慮の災害事
故に対して給付を行い、大学の教育研究活動の充実、
発展に寄与するとの趣旨から、財団法人内外学生セ
ンターが設けている全国規模の災害補償制度であ
る。
保険料は４年間で文化系3,200円（経済学部「夜
間主コース」は1,300円）、理科系3,900円で、給付額
は最高3,000万円である。
（4）入学料および授業料の免除
1）入学料の免除
入学前１年以内に学資を負担する者が死亡した
り、風水害に会う等、特別の事情により入学料の納
入が困難と認められる者に対し、入学料の全額また
は半額を免除する制度である。
2）授業料の免除
経済的事情により授業料の納入が困難で、かつ人
物、学業共に優秀と認められる者に対し、授業料の
全額または半額を免除する制度である。
（5）奨学制度
人物、学業共に優秀で、かつ健康ではあるが経済
的に修学が困難なる者に対し、日本育英会、地方公
共団体、各種法人等が設ける奨学制度を利用するこ
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とができる。最も利用者の多いのが日本育英会の奨
学制度で、本学学生の約20％が貸与を受けている。
日本育英会の奨学金には、第一種奨学金（無利子
貸与）と第二種奨学金（卒業後年率３％を上限とし
た有利子貸与）があり、貸与月額は両者共、自宅通
学者40,000円、自宅外通学者は46,000円である。尚、
事情によっては第一種奨学金と第二種奨学金を併せ
て受けることができる（併用貸与）。その他、地方
公共団体や各種法人の奨学制度を利用している者が
２％程度存在する。
（6）アルバイト
家庭の経済事情でアルバイトをせねばならぬ学生
に対しては、厚生課でアルバイト先を紹介してい
る。
（7）下宿・アパート
自宅からの通学が困難な学生に対しては、下宿、
アパート等を紹介している。
（8）学生寮
自宅からの通学が困難な学生のためには学生寮
（新樹寮）が用意されている。寮は鉄筋コンクリー
ト４階建てで男子用３棟、女子用１棟からなり、食
堂、風呂、ラウンジ、補食室、洗濯室等があり、各
室（１室２名）には、机、椅子、ベッド、本棚等が
整備されている。１カ月の生活費は食費を含めて
25,000円程度である。
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